
瑞穂町行政評価委員会 第１３回行政改革推進分科会 次第 

 
期日 平成２８年５月１３日（金） 
時間 午後２時から 

 場所 瑞穂町役場 庁舎３階委員会室 
 
１ 開会 
 
２ 議題 
（１）第４次行政改革大綱実施細目の平成２７年度進捗状況について 

      
 
 
 
 

（２）その他 
 
 
 
 
 
３ 閉会 
 
 
 
 
 
＜配布資料＞ 

資料１ 行政改革の実施状況の概要（主な取組事例） 

資料２ 瑞穂町第４次行政改革大綱実施細目平成２７年度進捗状況等報告書 総括表 

資料３ 瑞穂町第４次行政改革大綱実施細目平成２７年度進捗状況等報告書 個表 

 

 



 
 
 
 

 

第４次長期総合計画の基本理念である「自立と協働」と整合させ、これに計画された事業を推し進めるためには更なる行政改革が求められます。

これまで目標を達成していない項目や新たな課題に取り組むため、第４次行政改革大綱を策定し、不断の行政改革を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組事例１ 協働施策の展開 

 第４次瑞穂町長期総合計画の基本理念である「自立と協働」を

実現するため、瑞穂町協働フォーラム２０１６「こんな瑞穂町を

わたしはつくりたい！」と題し、瑞穂町協働のまちづくり推進委

員会と協働でフォーラムを開催しました。協働を学び、具体的な

施策を事例に、協働のまちづくりに向けて考える良い機会となり

ました。 

行政改革の実施状況の概要（主な取組事例） 

つづけよう改革 自立と協働のまち「みずほ」をめざして 

○平成２７年度（４次大綱・実施細目Ⅱ最終年度）の取組状況 

 ・一定の目標を達成した･･･５９項目（平成２６年度５４項目） 

 ・目標をまだ達成していない･･･８項目（平成２６年度１３項目） 

※取組項目全７０項目の内、３項目は平成２５年度に取組を終了しました。 

○平成２７年度の行政改革の効果（金額で表れた効果） 

・収入の確保･････････約３億３，４０２万円（約３，２６７万円） 

 ・支出の削減･････････約  ４，８３５万円（約５，０２１万円） 

 ・節減金額合計･･･････約３億８，２３７万円（約８，２８８万円） 

取組事例２ プロジェクトチーム・ワーキンググループの活用 

 みずほ☆きらめき回廊若手職員啓発活動プロジェクトチーム

は、動画ツールを利用し、周知啓発に努めました。瑞穂町女性

職員活躍推進プロジェクトチームについては、「経営戦略とし

ての女性活躍」と題し、研修会を行いました。昨年度からまと

められた様々な課題について、時間的制約のある女性職員が家

庭と両立をしつつ活躍できる方法等について検討を重ね、「瑞

穂町女性職員の活躍推進に向けた施策提言」書をまとめ、町長

へ提出することができました。 

取組事例５ 次期行政改革大綱改定に向けた見直しと職員への意

識喚起 

 第５次行政改革大綱（案）策定に際し、瑞穂町行政評価委員

会行政改革推進分科会で意見を伺いました。いただいた意見を

踏まえ、職員からの意見、指摘もあり、行政改革を意識するこ

とで、事務の効率化を意識し職員の意識向上につながりまし

た。 

取組事例４ 公共施設使用料の適正化 

利用者の主体的選択によって提供される特定の住民サービスで

ある考え方から、瑞穂町体育施設条例等の条例改正（有料使用）

を行いました。施設利用者の受益と負担を考慮する事ができまし

た。 
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取組事例３ 特定財源の確保  

 地域活性化・地域住民等緊急支援交付金（地方創生先行型・地

域消費喚起、生活支援型）などをはじめ、職員の努力により、多

くの特定財源を確保しました。交付金を活用し、「みずほ超とく

とく商品券」事業を実施し、地域の消費喚起につながりました。 



１　平成２７年度の取り組みの概況
（１）平成２７年度までの計画期間のうち平成２７年度の進捗状況 （２）平成２７年度（単年度）の目標に対する達成状況

６ 10 項目 SA 目標を上回って達成 0 項目
５ 49 項目 A 目標を達成 22 項目
４ 4 項目 B おおむね目標を達成 34 項目
３ 2 項目 C 若干目標には達せず 7 項目
２ 2 項目 D 大幅に目標に達せず 1 項目
１ 0 項目 E 未実施 3 項目

67 項目 67 項目

（３）歳入効果額と削減効果額
金額で表れる効果は、次のように集計されました。他にも金額では表れない効果も把握しています。

万円 （国や都からの補助金収入 未利用普通財産の売却収入 税率の見直しによる収入を指します ）

着手しているが引き続き進めることが必要
事業等に具体的に着手
事業方針（手法）を決定
具体化に向けて内容を検討
未検討

瑞穂町第４次行政改革大綱実施細目平成２７年度進捗状況等報告書　総括表

合計 合計

33 402

目標を達成

歳入効果額

町では、昭和６１年から４次にわたって、行政改革を推進し、職員数の適正化、事務処理の電算化、民間委託や指定管理者制度の導入などを行
い、住民サービスの維持や向上に取り組んできました。

平成２７年度は、第４次長期総合計画の基本理念である「自立と協働」と整合させた第４次行政改革大綱に基づく取り組み結果を報告します。
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万円 （国や都からの補助金収入、未利用普通財産の売却収入、税率の見直しによる収入を指します。）

万円 （契約形態の変更や事務処理の改善による支出の削減、助成金の削減等による支出の減少を指します。）

万円

２　平成２７年度の達成状況がＳＡ（目標を上回って達成）、Ａ（目標を達成）となった項目
達成
状況

A

4,835
38,237

項目番号 項目名・小項目名

33,402

議会事務局

「石畑山車庫等新築工事」の随
時監査、「みずほ超とくとく商
品券」の行政監査、公益社団法
人瑞穂町シルバー人材センター
の財政援助団体等に対する監査
を実施しました。

組織活動において、客観的な立場
から評価、報告をしていただいて
います。財政援助団体等に対する
監査を毎年行い、随時監査は監査
計画に基づき随時実施します。

担当部・課名

№ 5-1 小項目名 財政援助団体等に対する監査

歳入効果額
削減効果額
合計効果額

主な取組 主な成果や効果
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達成
状況

A

A

効率的かつ不正行為を発生させな
い、透明性の高い契約事務を行う
ことができました。業者が対面す
る機会がなく、談合の防止に寄与
する入札を実施できます。
入札会場の設営等に要する時間の
節減により効率的な事務処理を実
施できます。

小項目名 電子入札の拡充

・すべての入札案件を電子入札
とすることを原則とし実施しま
した。
・対応できない業者がある場合
のみ紙入札を実施しました。

・みずほ☆きらめき回廊若手職

主な成果や効果主な取組

管財課

外部監査制度の導入は見送りま
す。

外部監査について、西多摩郡町
村監査連合会参加自治体と意見
交換をしましたが、外部監査を
導入するには時期尚早ではない
かとの意見が一致しました。町
としても、近隣他市町村の動向
を引き続き注視しますが、外部
監査制度の導入は見送ります。

・瑞穂町女性職員活躍推進プロ

項目番号 項目名・小項目名 担当部・課名

6-1№

№ 5-2 小項目名 外部監査制度の検討 議会事務局
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A
総務課・
関係各課

みずほ☆きらめき回廊若手職
員啓発活動プロジェクトチーム
は、動画ツールを利用し、周知
啓発に努めました。瑞穂町女性
職員活躍推進プロジェクトチー
ムについては、研修会を行いま
した。

プロジェクトチーム・ワーキン
ググループの活用

瑞穂町女性職員活躍推進プ
ジェクトチームについては、研修
会を開催し、引き続き女性の活躍
の場を広げる制度構築に向けての
提言書を提出しました。小項目名№ 11-2
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達成
状況

A

A

福利厚生事業の適正化 総務課

№ 17 項目名

項目名

・平成23年10月の基幹系（住民
記録、税等）電算システムの構
築に伴い、5年間の長期継続委託
契約を実施しました。
・長期継続委託業務の実施によ
り、地籍調査システム借上料の
見直しを行い、平成24年度と比
較 年約 削減 な

平成28年10月以降の基幹系（住民
記録、税等）電算システムについ
て、5年間の長期継続委託契約の実
施を検討します。
・地籍調査システム
52.5万円/年の節減
・H25印刷機借上料、H27ファクシ

借上料 長期契約 消費

昇任・昇格制度 -

№ 13

【実績数値】1：0.74

総務課

平成27年度の昇任試験におい
て、課題であった女性職員の試
験の受験率が上昇しました。
管理職試験では1名、係長職試験
では、2名の女性職員が受験しま
した。

職員互助会員からの会費と町か
らの交付金割合が1：1以下とな
るように事業実施しました。

主な成果や効果主な取組項目番号 項目名・小項目名 担当部・課名
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A
較し、年約30%の削減となりまし
た。
・長期継続委託業務（H25印刷機
借上料、H27ファクシミリ借上料
の実施により、契約方法の見直
しを行いました。
・一小・三小のパソコン教室機
器のリースについて、新たに長
期継続契約を結びました。

ミリ借上料の長期契約により消費
税が5％に抑えられ、約2万円／年
の削減ができました。

№ 23 項目名
長期継続委託業務等契約方法の
工夫

関係各課
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達成
状況

A

項目番号 項目名・小項目名

税収の確保小項目名№ 税務課29-1

・自主財源の確保の観点から、
既存事業所には継続依頼し、新
規事業所には郵送による通知や
訪問依頼によりバナー広告掲載

だ う努

新規事業所5者を含め、11者のバ
ナー広告を掲載しました。
約86万円

・差押えの強化として、「西多
摩地区捜索サポート事業」に３
回（内１回瑞穂町）参加しまし
た。
・口座振替の加入促進は、口座
振替ＰＲチラシを当初納税通知
書に同封しました。
・捜索等により、動産の差押を
しインターネットによる公売を
行いました。
・滞納者宅への捜索において、
納税係職員だけではなく、課全
体で取り組むとともに、住民課
国保係と協力し実施しました。

担当部・課名 主な取組 主な成果や効果

・西多摩地区捜索サポート事業で
は、捜索後（瑞穂町）、後日未納
分を完納しました。
・インターネット公売実績
1件　7.7万円
・協力して捜索を行う事により、
徴収の困難さへの理解が図られる
とともに、事務事業に対するコス
ト意識にもつながっています。

4 ページ

A

をしていただくよう努めまし
た。
・納税通知書用の封筒には税関
係情報を印字しているため、広
告を載せるスペースは厳しい状
況ですが、検討は進めます。
・教育委員会のホームページへ
のバナー広告については、業者
選定において考慮する部分が多
く、実施には向かないと考えま
す。

№ 29-3 小項目名 有料広告等の拡大
秘書広報課・関係

各課
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達成
状況

A

A

№ 30 項目名

・東京みずほブランド、残堀川
ふれあいイベント充実のため多
摩・島しょわがまち活性化事業
助成金を確保しました。
※その他は個表参照

項目名・小項目名

・リサイクルプラザ自動販売機2台
分の収入
約8万円
・体育施設使用料を有料使用に改
正しましたが、多くの利用は町の
公共的団体が主催する事業であ
り、施設使用料収入の増加は見込
んでいません。

31 項目名

・リサイクルプラザ施設使用料
を条例に基づき徴収していま
す。（自動販売機2台分）
・施設使用料の適正化及び減免
基準について検討しました。
・利用者の主体的選択によって
提供される特定の住民サービス
である考え方から、瑞穂町体育
施設条例等の条例改正（有料使
用）を行いました。施設利用者
の受益と負担を考慮する事がで
きました。
・学校施設に関しては、学校開

特定財源の確保 関係各課

項目番号

・多摩・島しょわがまち活性化事
業助成金
300万円
※その他は個表を参照

担当部・課名 主な取組

企画課・関係各課№ 公共施設使用料の適正化

主な成果や効果
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学校施設に関しては、学校開
放の規則に基づき、無料で貸出
がされています。ただし、学校
開放によらない場合の使用もあ
るため、その場合は、学校施設
の使用条例に基づき、使用の許
可（全額免除）をしています。
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達成
状況

A

A

A№ 小項目名 内部事務管理システム 総務課・企画課

サーバが購入から6年を経過し、
保守ができない状態になるた
め、平成27年度中にサーバの単
独クラウド化を実施しました。

小項目名 国民健康保険特別会計 住民課

№

平成26年度に変更した児童運営
費（保育料）算定方法の運用を
開始しました。福祉課

№ 36-1

33 項目名 保育料の適正化

子育て世帯の負担軽減に寄与しま
した。

新規に障害手帳を取得した方に

項目番号 項目名・小項目名 担当部・課名 主な取組 主な成果や効果

支出の縮減はありませんが、専門
のデータセンタで単独クラウド化
することで、セキュリティが高ま
りました。

・国民健康保険税の税率改定案
を国民健康保険運営協議会に諮
問しました。
・国民健康保険税滞納者へ瑞穂
町国民健康保険短期被保険者証
及び被保険者資格証明書を交付
しました。

・国民健康保険税　3.36%
　の税率改定
・国民健康保険短期被保険
　者証780世帯
・被保険者資格証明書
　29世帯

40-2
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A41-3 小項目名
災害時要援護者支援台帳（障が
い者）の作成

福祉課 -

新規に障害手帳を取得した方に
ついては、手帳交付時に災害要
援護者台帳の説明を行うととも
に、要援護者の必要がある方に
は台帳に記載し作成しました。

№

6 ページ



達成
状況

A

A

№ 41-4 小項目名
災害時要援護者支援台帳（高齢
者）の作成

-高齢課

町に設置する高齢者災害時要援
護者支援名簿の個人情報提供先
が、町、警察署、消防署、民生
委員・児童委員、自主防災組織
となっています。対象者は、75
歳以上のひとり暮らし・高齢者
のみ世帯と在宅で生活されてい
る介護3以上の方とし、承諾され
た方の名簿を作成しました。

第5次行政改革大綱（案）に対し、
職員からの意見、指摘があり、行
政改革を意識することで、事務の
効率化を意識し職員の意識向上に
つながりました。

企画課

・第5次行政改革大綱（案）策定
に際し、瑞穂町行政評価委員会
行政改革推進分科会で意見を伺
いました。いただいた意見を踏
まえ大綱（案）を作成し、意見
公募と併せ、全職員にも意見照
会を依頼しました。
・平成27年度の年次計画の取
組 達成見込みについては各課

№ 42-1 小項目名
次期行政改革大綱改定に向けた
見直しと職員への意識喚起

項目番号 項目名・小項目名 担当部・課名 主な取組 主な成果や効果
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組、達成見込みについては各課
から進捗状況を取りまとめまし
た。
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基本理念1　協働のまちづくり

№

1

1-1

1-2

1-3

2

3

3-1

3-2

3-3

4

5

5-1

5-2

6

6-1

6-2

6-3

7

8

9

9-1

基本理念2　行政評価システムの効果的運用と機能的な組織・人事管理

№

10

10-1

10-2

10-3

11

11-1

11-2

12

13

14

15

16

17

18

18-1

資格取得支援 総務課

人事考課制度の推進 総務課

昇任・昇格制度 総務課

多様な任用形態の推進 * * * * * * * * * * * 

多様な任用形態の導入 総務課・教育課

継続的な組織の見直し 総務課

プロジェクトチーム・ワーキンググループの活用 総務課・関係各課

定員適正化 総務課

福利厚生事業の適正化 総務課

職員研修の充実 総務課

行政評価システムの効果的運用 * * * * * * * * * * * 

評価結果の活用 企画課・総務課

評価結果の公表 企画課

外部評価の実施と定着 企画課

柔軟で効率的な組織づくり * * * * * * * * * * * 

民間企業等との連携の研究 企画課・関係各課

指定管理者制度の活用 * * * * * * * * * * * 

公共施設 関係各課

項目及び小項目名 担　当　課

契約・入札制度改革 * * * * * * * * * * * 

電子入札の拡充 管財課

入札方法の拡充 管財課

小額契約案件のあり方の検討 管財課

協働施策の展開 地域課・関係各課

広報みずほの充実 秘書広報課・関係各課

住民の声の庁内共有と活用 秘書広報課・全課

監視機能の強化 * * * * * * * * * * * 

財政援助団体等に対する監査 議会事務局

外部監査制度の検討 議会事務局

住民意見を反映する制度の適正な運用 企画課・全課

町内会（自治会）組織の強化 地域課

行政情報の提供 * * * * * * * * * * * 

審議会・委員会等の会議録の公表 企画課・秘書広報課・全課

出前講座の実施 社会教育課・関係各課

第４次行政改革大綱　実施細目Ⅱ　　個別項目一覧

項目及び小項目名 担　当　課

町政への住民参加 * * * * * * * * * * * 

審議会・委員会等における委員の公募 関係各課

会議の公開や傍聴の実施 企画課・関係各課



基本理念3　行財政基盤の強化と安定的・効果的な行財政運営

№

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

28-1

28-2

29

29-1

29-2

29-3

30

31

32

33

34

35

36

36-1

36-2

37

37-1

37-2

38

39

40

40-1

40-2

40-3

40-4

№

41

41-1

41-2

41-3

41-4

41-5

自主防災、自主防犯活動に対する支援 地域課

災害時要援護者支援台帳（障がい者）の作成 福祉課

災害時要援護者支援台帳（高齢者）の作成 高齢課

個人情報保護の推進及び情報漏洩の防止 総務課

公共施設予約システム 社会教育課・関係各課

電子申請システム 総務課・関係各課

項目及び小項目名 担　当　課

安全・安心まちづくりの推進 * * * * * * * * * * * 

危機管理マニュアル等の整備 地域課・関係各課

補助金等の適正化 企画課

システムの共同開発・共同運営 総務課

地域情報化の推進 * * * * * * * * * * * 

ホームページの充実 秘書広報課・関係各課

内部事務管理システム 総務課・企画課

国民健康保険特別会計 住民課

下水道事業特別会計 都市計画課

財政支援団体の自立化 * * * * * * * * * * * 

自主財源確保計画提出対象団体の検証 企画課・関係各課

自立化に向けた団体支援 企画課・関係各課

証明等手数料の適正化 関係各課

保育料の適正化 福祉課

検診事業等における受益者負担の検討 健康課

講習・講座等における受益者負担 関係各課

特別会計の健全化 * * * * * * * * * * * 

税収の確保 税務課

企業誘致策の実施 産業課

有料広告等の拡大 秘書広報課・関係各課

特定財源の確保 関係各課

公共施設使用料の適正化 企画課・関係各課

ストックマネジメント導入の検討（計画的な施設改修） 企画課・関係各課

職員給与等の適正化 * * * * * * * * * * *

人事考課制度による給与体系の推進 総務課

諸手当の見直し 総務課

自主財源の確保 * * * * * * * * * * * 

広域行政への対応 企画課・関係各課

長期継続委託業務等契約方法の工夫 関係各課

他市町村との共同事業の推進 関係各課

中・長期財政計画の作成 企画課

資産の有効かつ適正な活用 管財課・関係各課

項目及び小項目名 担　当　課

規制緩和への対応 企画課・関係各課

事務処理特例制度の活用 関係各課

地方分権改革への対応 企画課・関係各課



基本理念4　継続的な行政改革の推進

№

42

42-1

42-2

43

43-1

44 行政改革のわかりやすい公表 企画課・秘書広報課

行政改革に対する共通認識 * * * * * * * * * * * 

次期行政改革大綱改定に向けた見直しと職員への意識喚起 企画課

関係団体、関係機関と一体となった行政改革 関係各課

実効性の確保 * * * * * * * * * * * 

行政評価委員会行政改革推進分科会との連携 企画課・関係各課

項目及び小項目名 担　当　課



☆ 重点項目一覧
　平成２６年度及び平成２７年度を「重点取組期間」と位置付け、次の視点で選定した項目を
重点項目とします。

№ 重点項目

1

1-3 ○

3

3-1 ○

7 ○

26 ○

30 ○

31 ○

32 ○

36

36-2 ○

42

42-1 ○

国民健康保険特別会計

行政改革に対する共通認識

次期行政改革大綱改定に向けた見直しと職員への意識喚起

資産の有効かつ適正な活用

特定財源の確保

公共施設使用料の適正化

証明手数料の適正化

特別会計の健全化

町政への住民参加

住民意見を反映する制度の適正な運用

行政情報の提供

審議会・委員会等の会議録の公表

協働施策の展開

①  住民との協働の前提である情報提供に資するもの
②  今後の財政圧迫要因となり得る公共施設などの管理運営の在り方や維持管理の
　 中長期的な課題を問い、方向性を検討するもの
③  受益者負担の適正化を通じ、公共サービス供給の在り方を検討するもの

項目名及び小項目名



協働のまちづくり

担当課町政への住民参加項目名 * * * * * * * * * * * * *

　住民ニーズが多種多様化する中で、高度化、複雑化している地域の課題に積極的に取り組むためには、

基本理念1

づくりの課題解決をめざすには、その局面に応じた、柔軟で効率的な地域協働を一層推進する必要があ

①町政への住民参加の促進

る。

その課題をより身近に捉えている住民と町の協働を一層進める必要がある。

１

住民参加の場を拡大し 住民との協働によるまちづくりを推進する取 組 の 目 的

て、指定管理者制度を導入する等、民間活力を活用することによる官民の役割分担により、住民サービ

       瑞穂町第４次行政改革大綱　実施細目Ⅱ　平成２７年度進捗状況等報告書 個表

№

たまちづくりを進めてきた。さらに、「石畑保育園」や「ふれあいセンター（旧福祉会館）」等につい

等への住民参加、広報みずほの充実や各種会議録の公表など行政情報の提供等、住民との協働を意識し

　町では、第3次大綱に基づき、審議会・委員会等における公募委員の活用をはじめ、各種計画づくり

　しかし、社会情勢の変化により住民ニーズが多種多様化している中で、高度化、複雑化していくまち

スの向上に努めてきた。

H28.5.13 行政改革推進分科会資料 資

1-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

基準に基づく委員の公募

・固定資産評価審査委員会及
び情報公開・個人情報保護審
査会委員を所管しています
が、固定資産評価審査委員は
議会の同意が必要であり、情
報公開・個人情報保護審査会
委員は専門性が高いことか
ら、委員を公募することはな
じみません。
・都市計画審議会について
は、行政運営情報等を考慮し
検討していきます。
・社会教育委員、青少年委
員、スポーツ推進委員は住民

構成する委員会に行政情報

・行政評価委員会行政改
革分科会を開催し、活発
な意見、提言をなどを踏
まえ、第５次行政改革大
綱を策定することができ
ました。
・公募委員が在籍する、
瑞穂町協働のまちづくり
推進委員会と、町との協
働事業とした、協働
フォーラムを開催しまし
た。
・公募委員の意見のひと
つとして、特定の意見に
偏らず住民と 率直

B5

取 組 の 内 容

　住民参加の場を拡大し、住民との協働によるまちづくりを推進する。

関係各課

運 用

進捗状況指標

目 標 数 値

　審議会や委員会等における公募委員枠の設定や拡大、会議の傍聴等、計画づくり等
への住民参加を促進するとともに、住民からの幅広い提案等をまちづくりに反映でき
る仕組みを構築する。

取 組 の 目 的

実 績 数 値

25年度

Ⅰ

小項目名

27年度

80

24年度

審議会・委員会等における委員の公募

26年度

№

目 標

80 80 80

「審議会等委員の公募に関する基準」に基づいて構成員の公募を行う。

評 点

年 次 計 画 23年度

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

-

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２７年度の進捗（達成）状況

年次計画の取組（達成）状況

平成２８年度予算案における期待・効果

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

効果額や
成果（万円単位）

平成２７年度

・瑞穂町行政評価委員会委員
２名、国際化推進委員会委
員、図書館協議会委員を公募
により委嘱しました。
・寄り合いハウスいこいのボ
ランティアの会は地元住民と
の協働で行っています。
・健康づくり推進委員の選出
を各町内毎とし、人数を40名
以内に変更しました。
・引き続き、全町内から健康
づくり推進委員が選出できる
ように取組を推進します。

平成28年4月1日から改
正農業委員会法が施行
され、農業委員になろ
うとする者を募集しな
ければならなくなりま
す。

で構成する委員会に行政情報
の提供や各委員らと協働で事
業を取組、大きな成果を得て
いますが、現時点では各地区
からの選出や特殊性により公
募は行っていません。

偏らず住民としての率直
な意見を聴くことができ
ます。
・廃棄物減量等推進審議
会では、公募委員からの
意見を反映させ、自主的
な勉強会を無報酬で開催
しました。
（勉強会の報酬額）

△4万円

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表1/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



1-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B ５ B

基準に基づいた公開・傍聴の実施

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況

・瑞穂町行政評価委員会、行
政改革推進分科会、補助金等
審査分科会、瑞穂町協働のま
ちづくり推進委員会、瑞穂町
地域保健福祉審議会、瑞穂町
子ども・子育て会議、地域包
括支援センター運営協議会、
第6期高齢者保健福祉計画・
介護保険事業計画策定委員
会、図書館協議会、文化財保
護審議会など、会議の公開や
傍聴を実施しています。
・教育委員会規則に基づき、
教育委員会定例会及び臨時会
の公開及び傍聴を行いまし
た。
・会議傍聴のお知らせについ

平成２７年度

実 績 数 値

企画課・関係各課

目 標

80

運 用

目 標 数 値

　「審議会等の設置及び運営に関する指針」に基づき会議の公開や傍聴を
実施し、会議の透明性を高める。

年 次 計 画

進捗状況指標

評 点

会議の公開や傍聴の実施

25年度 26年度

80

№ 小項目名

80 80

23年度 24年度 27年度

効果額や
成果（万円単位）

5 B

平成２８年度予算案における期待・効果

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由

-
Ⅰ

・積極的に会議の傍聴
を呼びか、会議会場へ
のわかりやすい表示を
こころがけます。ま
た、町ＨＰに会議録及
び資料を公表していき
ます。
・平成28年4月1日施行
の農業委員会法では、
農業委員会総会の議事
録をインターネットの
利用その他の適切な方
法により公表しなけれ
ばならなくなります。

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

・固定資産評価委審査委員会
及び情報公開・個人情報保護
審査会については、個人情報
を審査対象とすることが多
く、公開になじみません。
・安全・安心まちづくり協議
会について、傍聴や会議録公
開の方法を検討していきま
す。

・瑞穂町行政評価委員会
第12回行政改革推進分科
会では傍聴者の入場があ
りました。傍聴や会議録
の公開を実施することに
より、会議の透明性を確
保しました。
・傍聴や会議録の公開を
実施することにより、安
全・安心なまちづくりに
向けた取組の透明性を高
めます。
また、町ホームページで
会議の公開を事前にお知
らせします。

1-3 重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 Ａ ５ A

地方税賦課業務については、
地方税法に基づき執行してい
るため、住民意見の反映は難
しい状況です。ただし、固定
資産税におけるわがまち特例
の適用にあたっては、関係部
署等への状況確認等を行い、

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

・第4次瑞穂町長期総合
計画後期基本計画は１人
から３件の意見等があり
ました。また、意見公募
に関する町の見解をホー
ムページに掲載しまし
た。意見公募をすること

・第４次長期総合計画
後期基本計画は町民意
識調査をはじめ、懇談
会や意見公募などを踏
まえた計画となりま
す。また議会では長期
総合計画後期基本計画

-

ては、担当部署からの依頼に
より、広報みずほ及び町ホー
ムページで分かりやすい表現
で掲載するよう努めました。
・農業委員会は農業委員会法
第33条に基づき、総会の議事
録を作成し、縦覧に供してい
ます。

・第4次瑞穂町長期総合計画
後期基本計画及び第5次瑞穂
町行政改革大綱策定につい
て、意見公募を実施しまし
た。
・各種計画の素案やパブリッ
クコメントの募集について、

評 点

構 築

80 80 95

27年度

企画課・全課

26年度

進捗状況指標

25年度23年度 24年度

小項目名 住民意見を反映する制度の適正な運用№

Ⅰ

調査・研究

95

目 標
　計画策定等に住民意見を反映する手続などを定めた制度等を適正に運用
する。

年 次 計 画

5 A

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
効果額や

成果（万円単位）

町の状況にあった税金の特例
率を定めています。

によって、提出意見を踏
まえ、計画案等の修正を
することができます。

特別委員会が設置さ
れ、議論を行い、平成
28年度から後期基本計
画がスタートします。
・水・緑と観光を繋ぐ
回廊計画推進協議会狭
山池上流部整備計画に
ついては、地権者や耕
作者の意見を聞きなが
ら、区域や整備内容を
詰めていきます。
・一般廃棄物処理基本
計画の改訂に伴い、廃
棄物減量等推進審議会
で審議する予定です。

担当部署からの依頼により、
広報みずほ及び町ホームペー
ジで分かりやすい表現で掲載
するよう努めました。
・住民懇談会を開催している
ため、今年度は住民の意見等
地域保健福祉計画に反映でき
ました。また、瑞穂町子ど
も・子育て会議委員は住民の
方がほとんどであり、その意
見を踏まえ、子ども・子育て
支援事業計画の進捗状況管理
を実施しました。
・町内の各産業代表者による
産業振興ビジョンワーク
ショップを3回開催しまし
た。
・農業振興計画の内容を充実
させるため、農業者、非農業
者を対象にワークショップを
5回実施しました。
・狭山池上流部整備計画を進
めるため、住民等で設置され

運 用

実 績 数 値

目 標 数 値

ている水・緑と観光を繋ぐ回
廊計画推進協議会狭山池上流
部整備部会を2回開催しまし
た。
・教育委員会の点検評価にお
いて、有識者及び教育委員か
ら意見や指摘事項をいただ
き、事業へ反映させていま
す。
・図書館利用者に夜間開館時
にご意見・ご要望のアンケー
トを実施しました。読書講演
会では必ずアンケートを実施
しています。
・郷土資料館利用者にご意
見・ご要望のアンケートを実
施しました。

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表2/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

2 D 5 B 5 B 5 B

行政連絡委員のあり方の検討

報酬額についての調査・研究

平成２７年度の進捗（達成）状況

--

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

効果額や
成果（万円単位）

平成２７年度

80

　町内会本来の活動の充実を図るため、正副町内会（自治会）長が兼務し
ている現状にある行政連絡委員のあり方について、関係機関と協議しなが
ら、廃止の可否を含めて検討する。

地域課

Ⅱ

25年度

進捗状況指標

調査・研究

24年度

取 組 の 目 的 　行政連絡委員制度を見直し、町内会（自治会）組織の強化を図る。

評 点

検 討

8010 80

26年度

　町内会（自治会）間における公平性、適正性のある報酬額の算出を行う。

継続

27年度

取 組 の 内 容

町内会（自治会）組織の強化

年 次 計 画 23年度

目 標

2 項目名№

年次計画の取組（達成）状況
住民や事業者との協働に

よる事業の実施
予算ベースでの

期待効果額（万円単位）

B5 -

引き続き地域コミュニティの
推進を模索していきます。町
内会活動のパネルを作成し公
共施設に掲示しました。ま
た、コミュニティ講演会を開
催して町内会活動の推進に寄
与しました。

-

平成２８年度予算案における期待・効果

担当課

3-1 重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準 ・会議録を公表すること ・平成28年4月1日施行・固定資産評価審査委員会及

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

・行政評価委員会 行政改革

　住民の町政への参加を促進し、住民の的確な判断を可能にするため、住民との行政情報の共有化を推進

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２７年度の進捗（達成）状況平成２７年度

　会議録の公表や出前講座の実施、財政状況の公表等、行政情報を積極的に提供する
とともに、わかりやすい表現とタイムリーな情報提供に努める。

№

№

②行政情報の共有化

企画課・秘書広報課・全課

24年度

小項目名

目 標

23年度 25年度

項目名

　行政情報を積極的に提供し、町政に対する住民の関心と理解を高める。

3 行政情報の提供

取 組 の 目 的

審議会・委員会等の会議録の公表

27年度年 次 計 画

* * * * * * * * * * * * *

取 組 の 内 容

26年度

実 績 数 値

目 標 数 値

　ホームページや紙など様々な手段で、「瑞穂町における会議録の作成及
び公表に関する基準」に基づき会議録を公表する。

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

する必要がある。

平成２８年度予算案における期待・効果

①協働の水準

5 C 5 C 5 C 5 B

基準に基づき公表

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

終了

会議録を公表すること
で、透明性・公正性を確
保しています。
・教育委員会の政策等の
決定過程の透明化が図ら
れています。

-

平成28年4月1日施行
の改正法では、農業委
員会総会の議事録をイ
ンターネットの利用そ
の他の適切な方法によ
り公表しなければなら
なくなります。

固定資産評価審査委員会及
び情報公開・個人情報保護審
査会の会議録は、要点筆記と
しており、詳細な個人情報は
記載しないため、原則公開可
能です。
・瑞穂町子ども・子育て会
議、都市計画審議会、文化財
保護審議会・図書館協議会に
ついては、個人情報や行政運
営情報等を考慮しながら、会
議録等公表について検討して
いきます。

行政評価委員会、行政改革
推進分科会、補助金等審査分
科会、協働のまちづくり推進
委員会、地域保健福祉審議
会、環境審議会、廃棄物減量
等推進審議会、教育委員会定
例会、臨時会、総合教育会議
については、会議録をホーム
ページに公開しました。
・中学校の教科書採択におい
て、採択に関する西多摩地区
町村立中学校教科用図書採択
協議会等の議事録を作成し、
ホームページで公表しまし
た。

C5
8060

運 用

60

Ⅰ

24年度23年度 25年度

議会の録画放映

目 標 数 値

目 標

小項目名

10審議会等

7審議会等

進捗状況指標

実 績 数 値 5審議会

27年度

評 点

年 次 計 画

7審議会等

26年度

60

議会事務局平成25年度で終了

　インターネットを活用した議会の録画放映（ビデオオンデマンド方式）
を実施する。

8審議会等

協働の水準

5 A 5 A 5 A

実施 ―
イ ン タ ー
ネット放映

年 次 計 画

実 績 数 値 ――

―

25年度 27年度

目 標 数 値

評 点

進捗状況指標

―

26年度

95

23年度 24年度

95

を実施する。

95

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表3/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



3-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

再構築
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 D 5 B 5 B

住民へのＰＲ・出前講座の実施

現行制度の見直し

3-3 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

毎月全世帯 配布する

・地域保健福祉計画に関する
出前講座を実施しました。
・マイ・ナンバー制度に関す
る出前講座を実施しました。
・認知症サポーター養成講座
を住民、企業等向けに計9回
実施した。

効果額や
成果（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

・出前講座に限らず、
住民提案型協働事業を
活用して、住民に喜ば
れる内容を実施してい
きます。
・ごみ減量の意識が高
い方を対象に、ﾀﾞﾝﾎﾞｰ
ﾙｺﾝﾎﾟｽﾄの試用実験を
実施予定です。

引き続き 読みやすく親 み 「情報特派員 「声

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

第 次瑞穂町長期総合計画

年次計画の取組（達成）状況

5 B

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２７年度

・講座開催の申し込みがあっ
た場合、わかりやすく説明で
きるよう工夫します。
・小学生の社会科見学で、郷
土資料館に来館できない学校
については、職員が出向いて
資料を持参し、説明していき
ます。

出前講座の実施 社会教育課・関係各課

Ⅰ

実 績 数 値

　難解な行政用語を多用せず、読みやすく親しみやすい紙面づくりに取り
組むとともに、効率的な編集により行政情報をわかりやすく提供する。

№

80

秘書広報課・関係各課

2回目 標 数 値

評 点

24年度

実 施

目 標

8080

進捗状況指標

40

年 次 計 画 27年度

2回8回

広報みずほの充実

11回5回

小項目名

6回

26年度

　職員が出向き、町に関する情報をわかりやすく説明する出前講座を実施
する。【目標数値は、出前講座の開催回数】

目 標

3回

23年度

7回

25年度

1回 ８回

№ 小項目名

再 構 築

平成２８年度予算案における期待・効果

-

平成２７年度

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由

出前講座を行うことによ
り、子ども・子育て支援
施策のPR、理解促進に寄
与しました。

効果額や
成果（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

①協働の水準

5 A 5 A 5 A 5 A

研究結果を随時反映

毎月全世帯へ配布するこ
とにより、町の必要な情
報を住民に届けることが
できました。また、5月
号から綴じ穴を廃止した

ことにより、約25万
円の経費を削減しまし
た。
・「夏休み親子でごみ処
理施設見学」を実施し、
23名の方が参加しまし
た。

引き続き、読みやすく親しみ
やすい紙面づくりに取り組む
とともに、効率的な編集によ
り記事の即時発信性の向上に
努めます。

「情報特派員」、「声
の広場」及び「紹介し
ます」における町民か
らの投稿により住民と
協働で広報を制作しま
す。また、ボランティ
ア団体「虹の会」の協
力により、「声のたよ
り」を希望する視覚障
がい者に届けます。

・第4次瑞穂町長期総合計画
後期基本計画策定にあたり、
町民意識調査結果（概要版）
を広報に差し込み、広く周知
できました。
・6月に｢ごみ減量・環境・リ
サイクル特集号｣を発行しま
した。環境課所管事業を一挙
に掲載し、ごみ減量をはじめ
環境問題全般に関する住民意
識の向上を図りました。
・収集ごみの異物混入につい
て、写真を積極的に掲載する
ことで視覚に訴えました。
・読みやすく親しみやすい紙
面づくりに取り組むととも
に、効率的な編集により記事
の即時発信性を向上させまし
た。また、10月号から「子育
て」のカテゴリを加えまし
た。
・図書館、けやき館及び耕心
館のコーナーを設け、事業や
講座等 情報を解 やすく提

5 A
95

充 実

年 次 計 画

評 点

27年度26年度

進捗状況指標

Ⅰ

95

25年度24年度23年度

実 績 数 値

調査・研究

9595

目 標 数 値

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 A 5 A 5 A 5 B

事業執行に活用

周知方法の検討

B

・各課へのお問合わせ等によ
る住民からの提案、意見等を
真摯に受け止め、事務執行に
活用しました。
また、必要により職員等に周
知を行いました。対応できな
い事例などは、現状を理解し
ていただけるよう、説明をし
ています。
・「町長への手紙」による意
見・要望のあった図書館空調
機器修繕を行いました。

講座等の情報を解りやすく提
供しています。

平成２７年度の進捗（達成）状況

町長への手紙や直接窓
口等での問い合わせに
対して、管理運営の参
考にさせていただいて
います。ご要望等に対
して、極力対応できる
ように努めています。
また、対応できない場
合には、状況を説明し
ています。

-

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

効果額や
成果（万円単位）

平成２８年度予算案における期待・効果

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

5

・交通標識に関する意見
を受け、警察署に標識設
置要望を行いました。
・防犯灯の設置要望につ
いて、現地調査し、設置
交換等を行いました。交
通標識や注意喚起看板等
の設置により、交通安全
意識の向上を図りまし
た。

平成２７年度

　広く事業執行に活用し、町政運営に住民の意見を適正に反映させる。

秘書広報課・全課

継続

進捗状況指標

年 次 計 画

№

取 組 の 内 容

4

検 討

運 用

95

23年度 25年度

項目名 住民の声の庁内共有と活用

24年度

取 組 の 目 的

27年度

　住民からの提案等を庁内で共有し、事業執行に活用する。

26年度

評 点

目 標

　「町長への手紙」や「各課へのお問合せ」による住民からの提案、意
見、要望等を庁内で共有し、各課の事業執行に活用する。また、より効率
的で効果的な周知方法の検討を行う。

95 95

年次計画の取組（達成）状況

Ⅱ

80
-

周知方法の検討検 討

目 標 数 値

実 績 数 値

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表4/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課

5-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

再構築
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 A 5 Ｅ 5 A

財政援助団体等に対する監査（毎年度）

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

組織活動において、客観
的な立場から評価、報告
をしていただいていま
す。

効果額や
成果（万円単位）

-

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由

-

財政援助団体等に対す
る監査を毎年行いま
す。随時監査は監査計
画に基づき随時実施し
ます。

平成２８年度予算案における期待・効果

A6

平成２７年度

進捗状況指標

27年度

　財政援助団体等に対する計画的な監査を実施する。

　監視機能を強化し、行政の透明性の向上を図る。

26年度

取 組 の 目 的

議会事務局

24年度

80

№ 小項目名

№

実 施

25年度

* * * * * * * * * * * * *

財政援助団体等に対する監査

95

平成２７年度の進捗（達成）状況

Ⅱ

0

5

目 標

監視機能の強化項目名

取 組 の 内 容

23年度

95評 点

　現在の監視機能の強化を図るとともに、外部監査制度等新たな制度の導入を費用対
効果を勘案しながら検証する。

・10月28日に「石畑山車庫等
新築工事」の随時監査を実施
しました。
・10月28日に「みずほ超とく
とく商品券」事業について行
政監査を実施しました。
・2月23日に公益社団法人瑞

年 次 計 画

5-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

再構築
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

情報収集・検討、導入可否の決定

平成２７年度

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

-

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

外部監査制度の導入は見
送ります。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

--6

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

A
情報収集・
検 討

検 証

議会事務局

　外部監査制度導入のための情報収集・検討を行い、導入の可否を決定す
る。

80 80

外部監査制度の検討

24年度年 次 計 画 26年度

目 標 数 値

目 標 数 値

実 績 数 値

№

25年度

80

小項目名

進捗状況指標

Ⅰ

評 点

27年度23年度

80

・2月23日に公益社団法人瑞
穂町シルバー人材センターの
財政援助団体等に対する監査
を実施しました。

目 標

外部監査について、西多摩郡
町村監査連合会参加自治体と
意見交換をしましたが、外部
監査を導入するには時期尚早
ではないかとの意見が一致し
ました。町としても、近隣他
市町村の動向を引き続き注視
しますが、外部監査制度の導
入は見送ります。

担当課

6-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

6 SA 6 A 6 A 6 A

電子入札の実施・拡充

効果額や
成果（万円単位）

効率的かつ不正行為を発
生させない、透明性の高
い契約事務を行うことが
できました。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

A

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

-

業者が対面する機会が
なく、談合の防止に寄
与する入札を実施でき
ます。
入札会場の設営等に要
する時間の節減により

平成２７年度の進捗（達成）状況

年次計画の取組（達成）状況
住民や事業者との協働に

よる事業の実施

平成２８年度予算案における期待・効果

-6

項目名

100100評 点

6

100

電子入札の拡充

27年度

実 績 数 値

№

取 組 の 目 的

進捗状況指標

取 組 の 内 容
　工事水準の維持及び地元企業育成に優れた指名競争入札を基本としながらも、公
正・公平性、透明性及び競争性をさらに高める契約・入札制度改革に取り組む。

24年度

　入札制度の一層の公正性、透明性を確保するとともに、競争性を高める。

実施・拡充

23年度

100

25年度

契約・入札制度改革 * * * * * * * * * * * * *

　電子入札を本格的に実施し、継続的に拡充に取り組む。
【目標数値は、入札全件に対する割合】

・すべての入札案件を、電子
入札とすることを原則とし実
施しました。
・対応できない業者がある場
合のみ、紙入札を実施しまし
た

年 次 計 画

№

目 標

小項目名

Ⅰ

平成２７年度管財課

26年度

する時間の節減により
効率的な事務処理を実
施できます。50% 100%

99％43% 61% 99%

30%

実 績 数 値

40%

実施 拡充

100%

た。

目 標 数 値

Ⅰ

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表5/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



6-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

再構築
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

6 B 6 B 3 Ｂ 3 Ｂ

制限付一般競争入札導入

6-3 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

6 A 6 A 6 A 6 A

町内業者の能力に応じ
た規模で、受注機会を
提供することができま

導入に伴うシステム変
更についての支出負担
はありません。契約事
務がどの程度増加する
のか検証する必要があ
ります。

年次計画の取組（達成）状況

3 B

効果額や
成果（万円単位）

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

町内業者の能力に応じた
規模で、受注機会を提供
することができました

効果額や
成果（万円単位）

総合評価方式による入札
制度を実施する場合は、
業者選定について単に金
額の高低のみならず、業
者を他の評価項目を含め
総合的に判定する中で、
地元業者育成や精度の高
い成果品が期待できま
す。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

総合評価方式による入札制度
について、近隣市町村の実施
状況及び導入効果を取りまと
めました。デメリットとなる
要因も多いことから、費用対
効果も考慮し、西多摩地区契
約担当者情報交換会で、継続
して協議しています。

-

平成２８年度予算案における期待・効果

年次計画の取組（達成）状況

管財課

23年度

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２８年度予算案における期待・効果平成２７年度の進捗（達成）状況

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

小額契約(500万円未満)の工
事では、町内業者の受注割合
が件数で50％ 受注金額で

-

平成２７年度

27年度

平成２７年度

№

25年度24年度

小項目名

小項目名

27年度年 次 計 画

目 標

入札方法の拡充

進捗状況指標

　公募型指名競争、技術提案型発注、制限付一般競争入札の入札方式を含
め、競争入札制度のあり方について研究し、導入する。

目 標

№

調査・研究

管財課

Ⅰ

目 標 数 値

導 入

年 次 計 画

実 績 数 値

小額契約案件のあり方の検討

60

25年度 26年度

評 点 60

　競争性、透明性に留意しながら、小額契約案件のあり方を検討する。

24年度

平成２７年度の進捗（達成）状況

95 95

進捗状況指標

26年度23年度

6 A 6 A 6 A 6 A

検討結果の随時反映

提供することができま
す。

することができました。

--6 A

が件数で50％、受注金額で
40％という実績となり、町内
業者の優先が図られた契約結
果となりました。

目 標 数 値

検 討

100評 点 100

進捗状況指標

実 績 数 値

反 映

100 100

Ⅰ

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表6/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

指針に基づき展開 協働宣言の制定、指針に基づき展開

・長岡コミュニティセンター
開所後、管理運営と自主運営
への検討を行うため管理運営
検討委員会を発足し、9回に
渡る委員会を開催しました。
今後の方向性をまとめていま
す。

・学童クラブの運営
は、委託で行ってお
り、サービス向上で人
件費は増加するため、
予算ベースでの縮減効
果等はありません。
・東京都の補助事業と
して、芝生の維持管理
組織への補助があり、
イベント開催や芝生維
持管理消耗品が対象に
なります。効果額：20
万円（概算額）

5 B

・広報みずほで、「情報特派
員」、「声の広場」及び「紹
介します」における町民から
の投稿により住民と協働で制
作しています。また、ボラン
ティア団体「虹の会」の協力
により、「声のたより」を希
望する視覚障がい者に届けて
います。
・暮らしの便利帳を民間事業
者と協働で編集、印刷及び全
世帯に配布しました。
・住民との協働施策を支援す

80

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

年次計画の取組（達成）状況

　社会貢献活動団体は地域の自主的・自立的な組織であり、支援体制を整備するとともに、連携しながら

・住民からの投稿などを
掲載することで、広報が
住民にとって身近なもの
になり、他の情報も効果
的に周知できます。
・暮らしの便利帳は、広
告販売による収入で印刷
及び全世帯に配布し、町
の支出はありません。
（副次的な効果：シル
バー人材センターへ配布
委託した場合）
20円×14,500世帯≒

・新規の協働事業実現
に向けて模索していき
ます。
・年金支給日等に合わ
せた振り込め詐欺被害
防止の啓発活動を実施
します。
・前年度同様、事業者
（ＮＰＯ法人）との協
働施策という位置づけ
で行っていきます。
・さやま花多来里の郷
ボランティアによる園

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２８年度予算案における期待・効果

効果額や
成果（万円単位）

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況

目 標

継続

Ⅱ

平成２７年度

③社会貢献活動団体との協働

№ 地域課・関係各課

協働施策を展開していく必要がある。

7 項目名

運 用

目 標 数 値

26年度25年度

評 点

取 組 の 目 的

協働施策の展開（その１）

年 次 計 画 24年度23年度

進捗状況指標

「瑞穂町における社会貢献活動団体との協働に関する指針」及び「瑞穂町
協働宣言」に基づき、協働施策を展開する。

27年度

80 80

取 組 の 内 容

80

　指針及び「瑞穂町協働宣言」に基づいた協働施策を展開する。

　地域活動を総合的に支援し、住民や団体との協働体制の強化を図る。

るため、必要と認めた時はボ
ランティア休暇として認める
ことに決定しました。
・瑞穂町協働のまちづくり推
進委員会と町の協働事業とし
て、フォーラムを開催しまし
た。
・3つのコミュニティセン
ターで、管理検討委員会と連
携し、コミセンまつりを実施
しました。
・ドッグランの清掃を利用者
が自主的に行っています。
（1回/月）
・住民の協力でﾆﾎﾝﾐﾂﾊﾞﾁの生
息環境保全を試みています。
・在日米軍によるｸﾘｰﾝ活動を
行っています。（1回/月）
・住民の有志により、青空市
の会場でﾊﾞﾝﾄﾞ演奏を行いま
した。 ・10月に実施した環
境啓発事業にて、生涯学習団
体「ニャンニャンみずほ」と

約29万円

・ﾄﾞｯｸﾞﾗﾝ清掃ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱに
よる経費節減効果
910円×2時間×12回×3
名×1.08＝70,761円≒

約7万円

・従来の指導員が組織す
るＮＰＯ法人のため、児
童に対しより専門性が高
く柔軟な保育を提供でき
ます。また、保護者から
要望の多かった延長保育
を実現できたことも大変
大きな成果となっていま
す。
・住民自らが公園や緑地
の清掃、花植えを行うこ
とにより、緑の大切さや
愛着、親しみ等を持つこ
とが出来ました。

芝生の維持管理費用の

内ガイドや除草を行っ
ていただく予定です。
・農業・農地が持つ多
面的機能を発揮するた
め、協働体制の強化を
図っていきます。
・東京都の補助事業を
活用して、芝生維持管
理組織を中心として、
芝生関連イベントを実
施します。
・引き続き「大瀧詠一
さんを語る会」や「虹
の会」「ピーターパ
ン」、その他委員や住
民と協働して事業を行
います。
・住民が組織するグ
ループや団体等から提
案が出された際、教育
委員会と協働で実施す
べき事業かどうかを
しっかり見極めるとと

実 績 数 値

の協働による、飼い主のいな
いネコの里親会を実施しまし
た。
・瑞穂町協働宣言に基づき、
公募等住民による瑞穂町協働
のまちづくり推進委員会にお
いて、活発な議論を交わしま
した。
・第3次地域保健福祉計画に
瑞穂町協働宣言の自助、互
助、共助、公助を盛り込みま
した。
・平成27年度より学童保育ク
ラブの運営をＮＰＯ法人に委
託しました。専門性が高く柔
軟な保育を実施でき、ニーズ
の多かった延長保育も開始し
ました。全般的に順調に経過
しています。

・芝生の維持管理費用の
支出はありますが、芝生
を中心として、学校・
PTA・地域の連携が深ま
るとともに、より開かれ
た学校づくりに寄与しま
した。

もに、支援の内容につ
いても精査を行い、慎
重に認定する必要があ
るため、協議書の提出
時に正確で丁寧な対応
を心がけます。件数を
増やすことを目指さ
ず、本当に協働で実施
することが適切かを考
えながら対応します

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表7/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

指針に基づき展開 協働宣言の制定、指針に基づき展開

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２８年度予算案における期待・効果平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況

取 組 の 内 容

25年度 26年度

取 組 の 目 的

「瑞穂町における社会貢献活動団体との協働に関する指針」及び「瑞穂町
協働宣言」に基づき、協働施策を展開する。

実 績 数 値

項目名 協働施策の展開（その２）

継続

年 次 計 画 23年度 24年度

目 標 数 値

80

№ 7

　地域活動を総合的に支援し、住民や団体との協働体制の強化を図る。

運 用

地域課・関係各課

80 80 80

Ⅱ

評 点

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由

目 標 　指針及び「瑞穂町協働宣言」に基づいた協働施策を展開する。

・見守り研修と認知症サポー
ター養成講座を実施しまし
た。
・公園管理委託を37箇所、24
町内会等へ委託しました。
（17町内会、3自治会、1子供
会、2寿会、1社団法人）
・公園ボランティアによる公
園等の清掃や花植えを実施し
ました。
・農業のワークショップに
は、農業者の他に町内会、農
協、商工会、保育園、学校な
ど幅広い分野からの参加をい
ただき、協働体制の強化を図
りました。
・二小、三小、五小及び瑞中

27年度

進捗状況指標

・住民が企画した「大瀧詠一
さんを語る会」を後援し、け
やき館で展示等を行い、瑞穂
町に在住していたアーティス
トの功績と瑞穂ブランドなど
瑞穂町を広く伝えることがで
きました。
・ボランティアグループ虹の
会、ピーターパンの協力によ
り、地域図書室でのおはなし
の会を実施しました。
・虹の会の協力により、4会
場でクリスマス会を実施しま
した。
・郷土資料館「けやき館」の
管理 運営 事業等に い

の芝生維持管理組織に対し
て、随時の情報提供や意見交
換等を行い、組織への側面的
支援を進めました。また、一
小の維持管理団体立ち上げに
向け、情報提供等を行いまし
た。

管理・運営・事業等につい
て、委員・住民と協働で進め
ていきました。
・生涯学習の推進に寄与する
ことを目的に、瑞穂町生涯学
習推進のための住民提案型協
働事業に関する要綱に基づ
き、住民が組織するグループ
や団体等と教育委員会が協働
で事業を実施しています。
【住民提案型協働事業】9件
認定。内容は、子育て支援や
寄席、子どもいけ花教室、俳
句大会などです。

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表8/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

2 B 2 B 2 Ｃ 2 C
-

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

C

・ＰＦＩ等の取組など、各自
治体の状況・事例など情報収
集していますが、具体的な事
業実施には至っていません。
引き続き、公共サービスの提
供方法を研究する必要があり
ます。
・引き続き地区会館の貸し出
し、管理業務について、地元
町内会に委託していきます。
・見本市等出展支援助成金を
活用した事業所へ、産業連携
の協定を締結している金融機

平成２７年度

30

行政と民間が連携した公共
サービス提供の新たな方法を
研究する必要があります。

平成２７年度の進捗（達成）状況

効果額や
成果（万円単位）

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

2 - -

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２８年度予算案における期待・効果

していくため、指定管理者制度の導入や民間活力を活用して住民サービスの向上と経費の節減を図る必要

　民間資金の活用や企業のＣＳＲ活動と連携した事業実施など、効率的か
つ効果的な公共サービスの提供方法を研究する。

民間企業等との連携の研究 企画課・関係各課

調査・研究

目 標

　厳しい財政状況の中で、質の高い住民サービスを住民に提供し続けるとともに、新たな行政課題に対応

24年度

継続

23年度

50

取 組 の 内 容

評 点 50

項目名

年 次 計 画 26年度

　民間の資金、経営能力・技術能力を積極的・効果的に導入し、サービス
の質や量をともに確保する。

進捗状況指標

30

Ⅱ

がある。

8

④民間活力の活用

目 標 数 値

27年度

実 績 数 値

25年度

取 組 の 目 的

　行政と民間が連携した公共サービス提供の新たな方法を研究する。

№

担当課

9-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

関から専門家派遣を行えるよ
う調整し、より見本市に出展
することが有効なものになる
ようにしました。
・差押え物品をヤフーオーク
ションを利用し、公売を実施
しています。

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果平成２７年度

9 項目名

新たに建設される公共施設も含め 管理運営手法を検討し 指定管理者

№

　指定管理者制度を積極的に導入する。指定管理者制度を活用し、住民サービスの向
上とコストの縮減を図る。

* * * * * * * * * * * * *

取 組 の 内 容
　施設における現状分析や今後の管理・運営方法を検証し、指定管理者制度を積極的
に活用する。  また、導入後施設評価を実施する。

目 標

№ 小項目名 公共施設

実 績 数 値

取 組 の 目 的

関係各課

　指定管理者制度を積極的に導入する。

指定管理者制度の活用と評価

再構築
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

2 B 2 B 5 A 5 C

今後の管理運営手法の検討

検討結果に基づき管理手法を決定

結果反映

導入後施設評価

60

効果額や
成果（万円単位）

・窓フィルムの貼り替え
により、町の玄関口とし
ての景観を向上させまし
た。
・指定管理者制度導入施
設の利用者に第三者評価
を実施したところ、概ね
満足度が高い評価が得ら
れていることから、サー
ビス向上につながってい
ます。

B

・児童館については指定管理
者制度の導入について検討し
ています。
・東京都の子ども家庭支援セ
ンター事業実施要綱に実施主
体は市町村と定められている
ため、指定管理者制度の導入
は困難です。 -

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
予算ベースでの

期待効果額（万円単位）
住民や事業者との協働に

よる事業の実施

・回廊計画や町イベン
トのＰＲのため、駅自
由通路の展示スペース
等を活用します。
・町民農園利用者が自
分の区画の前の通路を
管理しています。

5Ⅲ

　新たに建設される公共施設も含め、管理運営手法を検討し、指定管理者
制度の積極的な活用を図る。また、導入後施設評価により、行政の監督状
況を明らかにする。

27年度

実 績 数 値

24年度

50

評 価

95

検 討

目 標

庁 内 調 整

評 点 50

進捗状況指標

管 理 運 営

26年度

目 標 数 値

25年度23年度年 次 計 画 ・箱根ケ崎駅自転車等駐車場
及び箱根ケ崎駅東西自由通路
について、指定管理者による
適正な管理を行いました。
・コンシェルジュの設置やみ
ずほマルシェの開催時など、
自由通路の活用を積極的に行
いました。
・駅西口窓フィルムの貼り替
え修繕を行いました。
・高齢者福祉センター寿楽
で、老人クラブの支援を行い
ました。また、月1回定期的
に高齢課と事業の報告等を含
めた打ち合わせを行い検証し
ています。
・郷土資料館「けやき館」の
管理運営を、指定管理者と協
議し、検討していきます。
・産業会館を拠点とした情報
収集力を生かし、商工業の技
術を生かした活力ある地域社
会づくりを目指しました。町
民農園の管理手法について
は、シルバー人材センターと
瑞穂町福祉作業所「さくら」
に委託している現在の手法が
馴染んでいると判断していま
す。

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表9/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



行政評価システムの効果的運用と機能的な組織・人事管理

　行政評価制度により、町が実施する事務事業の目的や必要性を検証し、事務改善や事務事業の見直し

を図るとともに、予算査定にも連動させ予算配分の適正化を図る必要がある。

担当課

①目標管理・成果重視型行政執行の確立

* * * * * * * * * * * * *

算配分の適正化や社会情勢に機敏に対応できる組織づくりを進め、住民サービスの向上に努めてきた。

　限られた人員と財源の中で、成果や結果、住民の満足度を重視した行政活動を展開

連動しながら、事務・事業や組織編成など行政組織運営全般の点検・見直しを図る必要がある。

　行政評価システムを効果的に運用することにより、事務改善や事務事業の見直しを図るとともに、予

№ 行政評価システムの効果的運用

取 組 の 目 的

基本理念2

　また、人材育成では研修制度を充実させ、職員の能力向上を図った。

　今後も、行政評価システムを効果的・積極的に活用し、ＰＤＣＡサイクルに基づき、人事考課制度と

　行政評価システムを効果的に運用し、住民ニーズへの的確な対応や施策の効率的か
つ効果的な推進を図る。

項目名10

組み、一定の成果を得た。

　さらに、部制の導入や係の統廃合、プロジェクトチームの活用等、柔軟で効率的な組織づくりに取り

10-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

4 B 4 B 4 B 4 B

調整結果を反映できるものから随時実施

平成２７年度の進捗（達成）状況

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
効果額や

成果（万円単位）

それぞれの部署における事務
事業の内容や職員数の状況を
把握し、その結果を踏まえ、
限られた職員数を再配分する
よう人事に反映していきま
す。

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２７年度

4 B -

平成２８年度予算案における期待・効果

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

--

70 70

実 施

目 標 数 値

23年度

目 標

実 績 数 値

26年度

　評価結果を予算編成や職員定数等に活用できるシステムを構築する。

小項目名

25年度

評 点

№

Ⅰ

するため、Ｐ（計画）Ｄ（実施）Ｃ（評価）Ａ（改善）のサイクルで業務を推進する
行政評価システムを効果的に運用し、より機能的なシステムを確立する。

70

取 組 の 内 容

年 次 計 画

進捗状況指標

27年度

70

評価結果の活用 企画課・総務課

庁 内 調 整

24年度 ・平成28年度事務事業評価
シートを活用し、各課要求に
基づき、新年度の事業及び予
算規模を算出しました。ま
た、後期基本計画策定に伴
い、実施計画を改編しまし
た。
・行政評価ヒアリングに総務
課長もしくは総務課職員係長
が出席しました。それぞれの
部署における事務事業の内容
や職員数の状況を把握し、そ
の結果を踏まえ、限られた職
員数を再配分するよう人事に
反映していきます。

10-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 4 C

公表手法の検討・結果を反映

公表

10-3 担当課
細目Ⅱでの

取扱い
平成２８年度予算案における期待・効果

-4

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
効果額や

成果（万円単位）

事業を広く公表し、住民
との共通認識を図りまし
た。

平成28年度事務事業評価シー
トから、各課からの要求に基
づき、主要な40事業を選定
し、公表しました。

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況

-

平成２８年度予算案における期待・効果

平成２７年度の進捗（達成）状況平成２７年度

平成２７年度

C

26年度

主要40事業

　評価結果を広く公表し、住民との共通認識を図る。より効果的な公表手
法について調査・研究し、結果を随時反映させる。

27年度

80

調査・研究

年 次 計 画

№

評価 客観性を確保するため 行政評価委員会による外部評価を実施

25年度

5080

主要50事業

評価結果の公表

実 績 数 値

外部評価の実施と定着

目 標 数 値

企画課

Ⅰ

企画課

実 施

主要50事業

24年度

進捗状況指標

目 標

№

小項目名

評 点

小項目名

主要40事業

23年度

80

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

4 C 4 C 5 C 5 B

評価手法の検討

導入及び運用

-

・平成28年度事務事業評価
シートヒアリング、平成28年
度予算ヒアリングの過程を行
政評価委員に公開しました。
・平成26年度事務事業評価
シートを各部1事業（計6事
業）を選定し、行政評価委員
会の外部評価を行いました。

--

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

・事務事業の目的、根拠
などを再確認し、事業の
必要性や改善の余地を議
論する機会となりまし
た。

年次計画の取組（達成）状況

5

効果額や
成果（万円単位）

B
調査・研究

目 標 数 値

25年度

50評 点

実 施

50

24年度 26年度

6事業

進捗状況指標

　評価の客観性を確保するため、行政評価委員会による外部評価を実施
し、定着させる。

Ⅰ

23年度 27年度

6事業

年 次 計 画

6事業10事業

6事業実 績 数 値 6事業

10事業

目 標

6事業

6事業

8060

10事業

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表10/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



　行政需要の変化や法令・制度改正等に柔軟、的確、迅速に対応する組織づくりが必要である。

担当課

11-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

組織検討委員会による継続的見直し

平成２８年度予算案における期待・効果

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
効果額や

成果（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

5

組織検討委員会を常設し、柔
軟で効率的な組織とするた
め、継続的に検討を重ねてい
きます。

平成２７年度小項目名

№

年 次 計 画

目 標

B

項目名

取 組 の 目 的

柔軟で効率的な組織づくり

②機能的・効率的な組織の整備

　新たな行政課題に対応できる組織体制や組織相互間の応援体制の整備、業務の集中
処理の促進等、柔軟で効率的な組織づくりを実施する。

見 直 し

* * * * * * * * * * * * *

№

11

取 組 の 内 容

　新たな行政課題や多様な住民ニーズに即応できる組織づくりを検討し、
継続的な見直しを図る

80

総務課継続的な組織の見直し

80

進捗状況指標

23年度 26年度

評 点

27年度

80 80

25年度

　新たな行政課題や組織横断的な課題に対応できる柔軟で効率的な組織づくりに努め
る。

24年度

組織検討委員会による継続的見直し

見直し結果を随時実施

11-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 A 5 A 5 A 5 A

新規課題等の発生により随時編成

-

-

・みずほ☆きらめき回廊若手
職員啓発活動プロジェクト
チームは、動画ツールを利用
し、周知啓発に努めました。
・瑞穂町女性職員活躍推進プ
ロジェクトチームについて
は、研修会を行いました。

6

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

- -

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由

-

平成２８年度予算案における期待・効果

-

平成２７年度の進捗（達成）状況

-

効果額や
成果（万円単位）

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

5Ⅰ B

27年度

95

実 績 数 値

見 直 し

進捗状況指標

　新たな課題、組織横断的な課題にプロジェクトチームやワーキンググ
ループを編成して対応する。

№

目 標

26年度

小項目名

Ⅰ

総務課・関係各課

目 標 数 値

実 績 数 値

プロジェクトチーム・ワーキンググルー
プの活用

23年度

95 95

平成２７年度

A

年 次 計 画

95評 点

24年度

実 施

目 標 数 値

実 施

25年度 ・瑞穂町女性職員活躍推
進プロジェクトチームに
ついては、研修会を開催
し、引き続き女性の活躍
の場を広げる制度構築に
向けての提言書を提出し
ました。

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 A 5 A 5 A 5 A

見直し、随時反映

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

途中退職等により減員が生じ
ている部署については、職員
採用及び臨時職員の雇用等対
応していきます。

-

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２８年度予算案における期待・効果

年次計画の取組（達成）状況

・技能労務職員は、退職者不
補充とし、それ以外の職員は
退職者数に見合う採用としま
した。
保健師を平成27年1月1日に1
名採用しました。減員状態が
続いていた保健師の補充を行
いました。

平成２７年度の進捗（達成）状況

-

効果額や
成果（万円単位）

-

平成２７年度

27年度

95 5

26年度

A95

定員適正化 総務課

　定員適正化計画で達成した定員を維持するとともに、国や東京都の動向
を注視し、必要に応じて定員の見直しを実施する。

　「定員適正化計画｣に基づき達成した定員を維持するとともに、さらな
る人件費の抑制や簡素で効率的な組織形成に努める。

項目名

95

実 施

25年度

Ⅰ

23年度

　職員の定員管理について、さらなる適正化を図る。

95

継続

№

年 次 計 画

評 点

目 標 数 値

取 組 の 内 容

進捗状況指標

実 績 数 値

適正な定員
の 維 持

取 組 の 目 的

目 標

24年度

12

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表11/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 A 5 A 5 A 5 A

地方分権の推進により 町は地域の課題を自らの判断と責任で解決していく必要がある このような中

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

効果額や
成果（万円単位）

平成２７年度

6

年次計画の取組（達成）状況

-

会員からの会費と町からの交
付金割合が1：1以下となるよ
うに事業実施しました。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

-

引き続き、会員からの会費と
町からの交付金割合が1：1以
下となるように事業実施して
いきます。

-

1：0.7

A

福利厚生事業の適正化

1：0.93

目 標 数 値

項目名

実 績 数 値

進捗状況指標

取 組 の 目 的

13

24年度

評 点 9595

　職員互助会交付金額の適正化、事業の見直しに取り組む。

　住民の理解が得られるよう、職員に対する福利厚生事業の適正な事業実
施に努める。

25年度

Ⅰ

1：0.8

③職員の資質、能力の向上

26年度

継続

23年度

95

目 標

総務課

取 組 の 内 容

27年度

１：１以下

年 次 計 画

検 討

№

1：0.72 １：0.74

95

１：１以下

　福利厚生事業のあり方について検討する。
　【目標数値は、会員による会費と町からの交付金の比率】

　地方分権の推進により、町は地域の課題を自らの判断と責任で解決していく必要がある。このような中、

職員一人ひとりの資質の向上を図り、可能性や能力を 大限に引き出していくために人材育成制度の充実

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 A 5 B 5 B

研究 実施

見直し 改訂

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

-

効果額や
成果（万円単位）

・平成28年年度当初に、まち
づくりの 上位計画である、
第4次瑞穂町長期総合計画後
期基本計画等職員説明会を実
施する予定です。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

-

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

・東京都市町村職員研修所や
市町村アカデミー等の外部研
修や職層別の研修、民間企業
（老人ホーム）への派遣研修
等の内部研修を実施しまし
た。
また、庁内特別研修として、
財務省研修、認知症サポー
ター養成講座、協働のまちづ
くり研修等、全職員を対象に
実施しました。
・瑞穂町女性職員活躍推進プ
ロジェクトチーム内で、「経
営戦略としての女性活躍」と
題し、研修会を行いました。

年次計画の取組（達成）状況

-

平成２７年度

5 B

継続
　東京都市町村職員研修所における研修や職場内研修及び民間企業への派
遣研修の充実を図る。

24年度年 次 計 画

14

職場内研修

取 組 の 目 的

80

取 組 の 内 容

接 遇 改 善
事 業

評 点

計 画

項目名

Ⅰ

　研修を通して、政策形成能力、創造的能力、コミュニケーション能力等
の習得を図る。【目標数値は、内部研修の実施回数】

23年度

95 85

職員研修の充実

26年度

№

を図る必要がある。

目 標

27年度25年度

80

　「人材育成基本方針」を推進し、職務遂行能力等、職員一人ひとりの資
質の向上を図る。

総務課

進捗状況指標

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 C 5 B 5 B 5 B

新たな資格取得支援について研究

救命講習等について支援

・平成25年度から自己啓発支
援として、通信講座受講と資
格取得に係る経費の一部を助
成する制度の運用を開始し、
平成26年度には、グループに
よる研究支援支援として、予
算の範囲内で助成する制度の
運用を開始し、平成27年度も
引き続き運用しました。 -B -

平成２８年度予算案における期待・効果

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

年次計画の取組（達成）状況

平成２７年度の進捗（達成）状況

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

--

効果額や
成果（万円単位）

6

平成２７年度

7回

継続

目 標 数 値

　資格取得により、職員の資質向上を図る。

年 次 計 画

6回

調査・研究

資格取得支援 総務課

取 組 の 内 容

8060 80

　資格取得に関する支援制度を推進するとともに、新たな資格取得支援に
ついて調査・研究する。

80

27年度25年度

№

Ⅰ

6回

　職員が自らの資質と感性の研鑚に努めることができるように、資格取得
に関する支援策を整備する。

8回 13回

6回 6回

12回

24年度23年度 26年度

項目名15

目 標

実 績 数 値

取 組 の 目 的

実 施

進捗状況指標

評 点

6回

14回

実 績 数 値

目 標 数 値

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表12/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



④能力・成果主義による人事考課

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

年次計画の取組（達成）状況

B - -

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成27年度評価を実施し、次
年度昇給に反映させます。

-

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

効果額や
成果（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況

目標による管理の手法を用い
て人事考課を行い、評価結果
を平成27年度の昇給に全職員
反映させ、昇給幅に差を設け
ました。

平成２７年度

5
25年度

80 80

Ⅰ

80

　公正で納得性の高い統一基準による客観的な人事評価制度を推進する。

26年度

目 標 数 値

年 次 計 画

80

総務課

取 組 の 内 容

23年度 24年度

目 標 　人事考課制度の推進

　客観的な評価基準に基づき評価を行い、公平で民主的な人事管理を図るとともに、職員の能力を 大限

取 組 の 目 的
　職員の主体的な職務遂行及び能力開発を促進し、効果的な人材育成を推
進する。

に引き出し、戦力として十分に活用できる人材を育成することが必要である。

人事考課制度の推進

進捗状況指標

評 点

継続

№

推 進

27年度

実 績 数 値

項目名16 平成２８年度予算案における期待・効果

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 E 4 E

再検討

担当課多様な任用形態の推進

5 A -

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

年次計画の取組（達成）状況

今後も継続して、職員の受験
意欲の向上を目指し、検討し
ていきます。

平成２８年度予算案における期待・効果

-

効果額や
成果（万円単位）

・平成27年度の昇任試験にお
いて、課題であった女性職員
の試験の受験率が上昇しまし
た。
・管理職試験では1名、係長
職試験では、2名の女性職員
が受験しました。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

-

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況

0

　職務に対する職員の意欲と主体性を高めるため、昇任・昇格制度の向上
を図る。

23年度

0

継続　昇任・昇格制度の再検討を行う。

80

昇任・昇格制度 総務課

評 点

取 組 の 内 容

17

№

目 標 数 値

項目名

項目名

年 次 計 画

№

27年度

昇任・昇格
制 度

進捗状況指標

25年度 26年度

　昇任・昇格制度の研究を進め、受験意欲の向上を図る。

80

18

実 績 数 値

* * * * * * * * * * * * *

目 標

取 組 の 目 的

実 績 数 値

24年度

Ⅰ

担当課

18-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

平成２７年度

B

統括指導主事等配置する
ことにより、学校に対す
る指導体制の強化が深め
られました。評 点

　必要とされる職種に応じて、多様な任用形態を研究し導入を図る。

多様な任用形態の推進

進捗状況指標

実 績 数 値

目 標 数 値

27年度25年度23年度

80

研 究 -

・定年退職者の再雇用促進も
含め、再任用職員を活用して
いきます。
・統括指導主事及び指導主事
の継続配置ができました。

定年退職者の再雇用促進も含
め、再任用職員を活用してい
きます。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２８年度予算案における期待・効果

効果額や
成果（万円単位）

-

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況
住民や事業者との協働に

よる事業の実施

5

年 次 計 画

目 標

80

26年度

№

80

項目名

多様な任用形態の導入

　多様な任用形態を継続的に実施し、高度化・多様化する行政課題に対応する。

導 入

24年度

18

総務課・教育課№

取 組 の 内 容

取 組 の 目 的

小項目名

　専門性の高い有為な人材を外部から登用するなど、多様な任用形態を研究し、導入
を図る。

* * * * * * * * * * * * *

80

Ⅰ

平成２７年度の進捗（達成）状況

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

終了

協働の水準

5 B 5 B 5 B

東京都への働きかけ

年 次 計 画

指導課

27年度23年度

小項目名

目 標 数 値

指導主事1名

平成25年度で終了

目 標

指導主事2名

―

80 80

指導主事2名指導主事2名

24年度

教育専門職員の活用

25年度 26年度

実 施

評 点 80

指導主事1名実 績 数 値 指導主事1名

進捗状況指標

　指導主事増員について東京都へ働きかける。【目標数値は、配置人数】

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表13/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



行財政基盤の強化と安定的・効果的な行財政運営

た。

　将来にわたり、質の高い住民サービスを維持していくためには、限られた資源を 大限に有効活用す

る必要がある。

却することにより、財源の確保と維持管理費の節減に努めた。

た。また、地域情報化計画の推進では、図書館蔵書予約システムの導入が完了し、年々利用者が増加し

　さらに、長期総合計画実施計画に明確に位置づけた計画的な施設改修を行った。また、未利用地を売

基本理念3

　また、自主防災、自主防犯活動に対する支援や危機管理マニュアルの整備等、危機管理体制を構築し

課税と収納に努めるとともに、国や東京都の補助金を可能な限り利用できるように調整を行い、特定財

　電子自治体の構築に向けた取り組みでは、西多摩郡町村電算共同運営協議会において具体的に着手し

　町では持続可能で安定的なサービスを提供していくために、主要な自主財源である税の公平・公正な

ている等、時代の変化に機敏に対応できる行財政運営を推進してきた。

の確保に努めた。

　町では、バランスシートや行政コスト計算書の作成・公表に積極的に取り組み、特別会計を含む公会

計4表の整備を一層推進することが必要である。

　また、使用料・手数料等の受益者負担の適正化に重点を置き、住民サービスの公平性を確保する必要

がある

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 E

年次計画の取組（達成）状況

平成２７年度の進捗（達成）状況

進捗状況指標

効果額や
成果（万円単位）

5

2020年開催の東京オリンピッ
ク・パラリンピックを視野に
入れ、国家戦略特区の対象区
域が東京都全体となりまし
た。町としても区域方針に沿
い、新事業が創出できるかど
うか研究しました。

-E

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２８年度予算案における期待・効果

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

地域再生法に基づく、地域再
生計画について、町の特性を
踏まえた地域再生計画を検討
する必要があります。

- -

平成２７年度

80

目 標

80評 点

のストックマネジメント導入を検討する必要がある。

№ 企画課・関係各課

24年度

　構造改革特区制度の活用による地域特性を活かした独自施策や、地域再
生計画の活用による地域の活性化策について検討する。

項目名 規制緩和への対応

　地方分権社会の中で、町は住民に も近い基礎自治体であり、地域経営を念頭に置き、財源を 大限

①経営感覚を持った行財政運営

0

25年度年 次 計 画 23年度

　構造改革特別区域、地域再生計画の活用を研究する。

に効率的かつ効果的に活かすことのできる主体的な行財政運営を実践していく必要がある。

取 組 の 内 容

取 組 の 目 的

　さらに、国や東京都の補助金等特定財源の確保を推進するとともに、今後は町が所有する公共施設へ

がある。

19

26年度

　実情に合わなくなった規制の緩和策を活用することにより、地域の活性
化を図る。

27年度

80

継続

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 A 5 E 5 E

移譲を必要とする事務の有無の検討

-

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

5

平成２８年度予算案における期待・効果

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

効果額や
成果（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況

Ⅰ

検 討

事務処理特例制度の活用

25年度

　制度を活用し、住民サービスの向上を図る。

0

Ⅰ

E

平成２７年度

-

電子署名に係る地方公共団体
の認証業務に関する法律に基
づく事務がマイナンバー制度
運用により、事務移譲の廃止
がありました。また、中等度
難聴児発達支援事業の見直し
がありましたが、町への影響
はありません。

-

年次計画の取組（達成）状況

-

20 関係各課

研 究

95

23年度

進捗状況指標

目 標

継続

取 組 の 目 的

24年度

№ 項目名

目 標 数 値

年 次 計 画

　効率的な行政サービスの提供を目指すとともに、自主・自立的な行財政
運営基盤を確立する。

　効率的な行政サービスが提供できるよう、事務処理特例制度により東京
都へ事務処理権限の移譲要求をするとともに、併せて財政措置を講じるよ
うに要請を行う。

取 組 の 内 容

実 績 数 値

評 点 0

27年度

80

26年度

移譲を必要とする事務の有無の検討検 討 Ⅰ

目 標 数 値

実 績 数 値

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表14/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 A 5 B 5 B

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

B -5

平成２７年度の進捗（達成）状況

80

継続

取 組 の 目 的
住民や事業者との協働に

よる事業の実施

平成２７年度

該当する例規等については引
き続き制定改廃の改正を行い
ます。

・第5次地方分権一括法が公
布されました。また、農地転
用許可に関する権限移譲に関
する市町村の指定について
は、現状、町では考えていま
せん。
・地方分権一括法の施行に伴
い、町で制定改廃が必要な例
規等の改正を行いました。

効果額や
成果（万円単位）

-

平成２８年度予算案における期待・効果

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

年次計画の取組（達成）状況

取 組 の 内 容

進捗状況指標

24年度 25年度

　地方分権推の趣旨に則り、自主性・自立性を伴った施策を展開するとと
もに、必要に応じて権限移譲、義務付け・枠付けの撤廃について関係機関
に要請を行う。

企画課・関係各課

　地方分権改革の今後の動向を見極める。

95

年 次 計 画

実 施

21 項目名

Ⅰ

実 績 数 値

調査・研究

№

評 点

目 標 数 値

　地方分権改革による権限移譲、義務付け・枠付けの撤廃等について対応
を検討する。

26年度 27年度

80

23年度

80

目 標

地方分権改革への対応

-

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

調査・検討

羽村市、青梅市と連携
し産業活性化について
研究していきます。

平成２８年度予算案における期待・効果

-

効果額や
成果（万円単位）

瑞穂町、青梅市、福生市及び
羽村市における廃棄物の資源
化処理の課題に取り組むこと
を目的とし、3市1町で廃棄物
の共同処理に関する確認書を
取り交しました。
平成28年度までに課題の抽
出、整理する予定です。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２７年度の進捗（達成）状況

25年度

評 点

　広域連携を図り、住民サービスの向上と経費削減を行うとともに、町だ
けでは解決できない課題を解決する。

継続

実 績 数 値

平成２７年度

5 B

・見直しが行われた、西多摩
地域広域行政圏計画策定に際
し、町の現状も踏まえ、作業
部会、検討会議出席し、西多
摩共通の課題を解決できるよ
う、連携を図り計画策定に努
めました。また、圏央道を境
に隣接する飯能市、入間市と
の情報交換も行いました。
・福生警察署管内の３市１町
と連携し、交通安全や防犯活
動に関する各種行事を実施し
ました。
・市街化区域外農地や農業振
興地域農用地を保有する自治
体と共通の課題を共有し、事
務処理の効率化を図っていま
す

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

・平成28年度から新たな
広域行政圏計画で、広域
連携について検討するこ
とができます。
・引き続き隣接市との共
通の課題を共有すること
で、連携が強化され、
様々な事業実施をするこ
ができます。

取 組 の 内 容

22

Ⅰ

27年度

企画課・関係各課

26年度

取 組 の 目 的

進捗状況指標

目 標

項目名

年 次 計 画

№

目 標 数 値

8080 80

調査・検討

　西多摩地域広域行政圏計画を推進するとともに、国の動向に留意し新た
な広域連携について検討する。
　また、隣接市その他の共通の課題を共有する自治体との連携を図ってい
く。

23年度 24年度

広域行政への対応

　西多摩地域広域行政圏計画に位置づけられている瑞穂町の施策の推進及
び新たな広域連携の調査、検討を行う。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

80

す。
・廃棄物の共同処理を推進し
ていくために、「青梅市、福
生市、羽村市及び瑞穂町にお
けるごみリサイクル施設の共
同処理に関する研究会」をた
ちあげました。
・西多摩保健医療圏地域災害
医療連絡会議で、災害時の医
療連携について協議を実施し
ました。
・予防接種事業の実施につい
て、西多摩地域で連携を図
り、住民の利便性の向上につ
なげました。
・東京都市町村教育委員会連
合会、西多摩郡教育委員会連
絡協議会及び西多摩郡教育長
会を通して、情報交換・研修
を行い、課題解決や東京都へ
の予算要望等を進めました。
・西多摩広域行政圏の図書館
広域利用を促進するため、西
多摩８市町村図書館バ グを多摩８市町村図書館バッグを
作成し周知しました。
・多摩地区の資料館及び博物
館が発行する刊行物を一カ所
で販売する多摩郷土誌フェア
を１月に実施し、住民サービ
スの向上を図ります。
・多摩・島しょ広域連携活動
事業助成金制度を活用して、
武蔵村山・昭島・東大和市、
長野県栄村と連携して「子ど
も雪国体験事業」を実施しま
す。

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表15/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 A 5 A 5 A 5 A

・地籍調査システム

52.5万円/年の節減
・H25印刷機借上料、H27
ファクシミリ借上料の長
期契約により消費税が

5％に抑えられ、約2万
円／年の削減ができま
した。

効果額や
成果（万円単位）

長期継続委託契約の効
果を含め、共同電算に
係る債務負担行為額で
10％減を見込みます。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

-

平成２８年度予算案における期待・効果平成２７年度の進捗（達成）状況

年次計画の取組（達成）状況

・平成23年10月の基幹系（住
民記録、税等）電算システム
の構築に伴い、5年間の長期
継続委託契約を実施しまし
た。
・長期継続委託業務の実施に
より、地籍調査システム借上
料の見直しを行い、平成24年
度と比較し、年約30%の削減
となりました。
・長期継続委託業務（H25印
刷機借上料、H27ファクシミ
リ借上料の実施により、契約
方法の見直しを行いました。
・一小・三小のパソコン教室
機器のリースについて、新た
に長期継続契約を結びまし

95

Ⅰ

継続

5 A

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

平成28年10月以降の基幹系
（住民記録、税等）電算シス
テムについて、5年間の長期
継続委託契約の実施を検討し
ます。

平成２７年度№

取 組 の 目 的

実 績 数 値

項目名

目 標

　長期継続委託業務ほか契約方法の工夫により、導入費用、ランニングコ
ストを削減する。

　長期継続委託業務の効率的な実施を図る。また、従来からの契約を見直
し、一層、効果のある行政サービスを提供する。

目 標 数 値

23

　費用と効果を検証し、長期継続委託契約を実施し、また、それ以外の契
約についての契約方法の工夫を行う。

取 組 の 内 容

95

25年度23年度年 次 計 画

95評 点

24年度 26年度 27年度

進捗状況指標

関係各課長期継続委託業務等契約方法の工夫

95

実 施

た。

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表16/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 A 5 A 5 B 5 B

共同で実施可能な事務処理の検討

検討結果の実施に向けた他市町村との協議

平成２８年度予算案における期待・効果平成２７年度の進捗（達成）状況

年次計画の取組（達成）状況

平成28年10月～平成33年
10月までの5年間の債務
負担行為額は10％減を見
込みます。

・西多摩地域広域行政圏協議
会にて幹事会、事務局会議に
出席し、共同事業の実施状況
を確認しています。本年度は
西多摩地域広域行政圏計画の
見直しが実施され、引き続
き、共同で実施可能な事務処
理等について検討します。
・平成23年に西多摩郡4町村
が組織する西多摩郡町村電算
共同運営協議会において、基
幹系（住民記録、税等）電算
システムの共同化を図りまし
た。
また、平成28年10月以降の共
同電算の継続についても9月
30日に開催された協議会で決

協 議

取 組 の 目 的

26年度25年度24年度 27年度

95

目 標

目 標 数 値

進捗状況指標

Ⅰ

継続

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

-

5年間の債務負担行為
額で10％減を見込みま
す。

効果額や
成果（万円単位）

平成28年10月以降の共同電算
の運用方法等について、毎月
の電算担当者による運用部会
で協議します。
西多摩地区自治会・町内会連
合会長会において視察研修及
び定例研修（講演会）の参加
を予定しています。
福生消防署管内消防連絡協議
会（福生市・羽村市・瑞穂
町）で消防団員を対象とした
講演会に参加をします。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

5 B

年 次 計 画

検 討

80 80

実 績 数 値

　他市町村との事務の共同処理を実施することにより、効率的な事務処理
の推進と経費節減を図る。

24№ 項目名 関係各課他市町村との共同事業の推進

　他市町村との共同で実施可能な事務処理等について検討する。

取 組 の 内 容
　他市町村と共同可能な新たな事務（処理）を検討するとともに、既存協
議会等における構成市町村と連携を図り、共通課題の解決に取り組む。

23年度

評 点 95

平成２７年度

定しました。
・西多摩地区自治会・町内会
連合会長会では、合同で視察
研修や定例研修（講演会）の
参加を予定しており、視察研
修について、瑞穂町町内会連
合会長と調整を行いました。
・福生消防署管内消防連絡協
議会（福生市・羽村市・瑞穂
町）で消防団員の研修会送迎
を持ち廻りで行うことで、職
員の出張旅費を抑制しまし
た。
・福生消防署管内消防連絡協
議会（福生市・羽村市・瑞穂
町）で自主防災組織向けの講
演会に参加し、防災意識の向
上に努めました。

・乳幼児ショートステイ事業
は、青梅市、福生市、羽村
市 あきる野市 瑞穂町 日

実 績 数 値

細目Ⅱでの 平成 年度 進捗（達成）状況企画課

市、あきる野市、瑞穂町、日
の出町の4市2町で同一の施設
に対して委託しており、委託
内容についても、4市2町で調
整しています。
・母子保健事業や予防接種事
業で使用する帳票類の印刷や
請求事務の委託について他市
町村との共同処理を行いまし
た。
・博物館協議会、図書館長協
議会等に出席し、各館の取り
組み等意見交換しました。ま
た、各博物館の問題点等の研
修会に出席しました。
・図書館長協議会では、障が
い者サービス研究会会長とし
て会議、研修を開催しまし
た。

項 名 中 長期財政計画 作成 平成 年度予算案における期待 効果平成 年度担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

2 E 2 E 2 E 2 E

平成２７年度の進捗（達成）状況

都総務局に年3回報告する財
政フレーム（今後4か年）
は、報告の都度に更新し、短
期的な見直しを行いました。

28年度の計画作成に向け、現
在作成している財政フレーム
における、課題や傾向を整理
し、作成準備を進めます。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

-

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

--

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

25年度

作 成

年 次 計 画

進捗状況指標

　国庫補助・負担金削減と税源移譲による財政状況の変化への対応、ま
た、次期長期総合計画策定における指標として、中・長期財政計画を作成
する。

取 組 の 目 的

評 点

企画課

0

23年度

2

効果額や
成果（万円単位）

E
0

項目名 中・長期財政計画の作成

　将来的な財政状況の分析を行い、中・長期にわたるバランスを考慮した
安定的な財政運営を推進する。

24年度

取 組 の 内 容

目 標

目 標 数 値

25

実 績 数 値

№

0

　中・長期財政計画を作成する。

Ⅰ

平成２８年度予算案における期待・効果

継続

平成２７年度

27年度26年度

0

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表17/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

研究結果の随時反映

・新庁舎建設基本設計を平成
28年6月末までに作成した
後、新庁舎建設実施設計を行
います。

・新庁舎建設基本設計
業務委託　1,266万円
・新庁舎建設実施設計
業務委託　9,148万円

平成２８年度予算案における期待・効果

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２７年度の進捗（達成）状況

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

資産の有効かつ適正な活用26 項目名

取 組 の 内 容

平成２７年度

5 B

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

・新庁舎建設基本設計
ができた後にパブリッ
クコメントを実施しま
す。また、新庁舎関連
事業について、広報や
ホームページで情報提
供を行います。
・地区会館管理を地元
町内会へ委託していき
ます。
・収集運搬業者と連携
し悪臭等を発生させる
ことなく、浄化槽汚泥
を適正に処理していき
ます。

80

管財課・関係各課

80

Ⅰ

調査・研究

実 績 数 値

取 組 の 目 的

№

26年度

80

　改築、転用、統廃合、機能融合、未利用地の売却等、資産の有効活用を
図る。また、借用地の賃借料が適正であるかを常に検証するとともに、公
有地化及び所有の適否についても検討する。

進捗状況指標

目 標 数 値

24年度23年度 27年度

　資産の有効活用及び賃借料の適正化を図る。

25年度

目 標

80

継続

年 次 計 画

評 点

　町が保有する土地や建物等の資産を 大限に有効活用する。

実 施

・旧庁舎（Ａ棟）跡地を駐車
場や駐輪場に整備工事を完了
し、来庁者の利便性を図りま
した。
・新庁舎建設のための基本計
画を5月に策定しました。
・新庁舎建設のための新棟耐
震診断及び地質調査を実施し
ました。
・新庁舎建設基本設計業務委
託業者をプロポーザル方式で
選定し、業務を着手していま
す。
・国がすすめている地方公会
計の整備促進に伴い、町が保
有する土地や施設等のデータ
を統一の様式で作成する固定
資 帳整

・旧庁舎（Ａ棟）跡地整
備工事で駐車場等を設置
したことにより、来庁者
の利便性が図られていま
す。
・指針となる新庁舎建設
基本計画を策定し、基本
設計業務をすすめていま
す。
・固定資産台帳を整備す
ることにより、今後の施
設等の維持管理や土地の
有効利用等に活用できま
す。
・石畑文化伝承会館を建
設したことにより、町の
貴重な文化財を適正に維
持管資産台帳整備をしました。

・庁舎別棟の耐震不足によ
り、瑞穂ﾊﾛｰﾜｰｸを賃貸料等の
減額交渉を行い、民間商業施
設に移転しました。
・リサイクルプラザ敷地内汚
泥貯留施設の土地を防衛省か
ら借用しています。賃借料に
ついては土地評価額を基に毎
年国が算出していますので、
適正であると判断していま
す。
・町の指定文化財である石畑
山車を保管するため、石畑文
化伝承会館を建設していま
す。
・町民会館等に設置した太陽
光発電設備により公有財産を

大限に有効活用しました。

持管理できます。
・太陽光発電設備売電料

約90万円

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表18/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 1 E 5 B

実施計画に明確に位置づけた計画的施設改修

調査・研究 導入の検討 検討結果の反映

・施設の老朽化による機器の
不具合等が発生しています
が、適正な維持管理と修繕に
より施設の延命化を図ってい
きます。
・管口カメラ調査の結果、腐
食、クラック、油脂堆積等が
が見られた部分には計画的に
財政の平準化を図りながら早
急に取り組みます。
・図書館、耕心館の老朽化に
よる機械の不具合等が発生し
ていますので、適正な維持管
理と修繕により施設の延命化
を図っていきます。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況
住民や事業者との協働に

よる事業の実施
予算ベースでの

期待効果額（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

リサイクルプラザ修繕
計画作成から3年目と
なる事から、見直しを
行い、新たに平成28年
度から平成32年度まで
の5か年の修繕計画を
作成し、その計画に基
づき施設の修繕を行い
ます。

平成２７年度

ストックマ
ネジメント

　公共施設の維持管理に関する検証を行い、適正な維持管理に努めるとと
もに、長期総合計画に施設改修を明確に位置づける。国が「インフラ長寿
命化基本計画」を決定した動きを注視し、新たな手法として、ストックマ
ネジメント導入を調査・研究する。

年 次 計 画

　適正な維持管理により施設の延命化を図る。また、ストックマネジメン
ト、個別施設毎の長寿命化計画の導入を検討する。

取 組 の 目 的

項目名
ストックマネジメント導入の検討
（計画的な施設改修）

26年度 27年度

取 組 の 内 容

評 点

24年度

進捗状況指標

目 標

25年度

0

Ⅰ

№ 27

80

　公共施設の延命化と財政負担の平準化を図る。

企画課・関係各課

再構築

公共施設等総合管理計
画策定委託
約900万円

・公共施設等総合管理計画策
定に向けて、固定資産台帳整
備を行いました。また、東京
都をはじめとする様々な団体
が開催する、研究会、セミ
ナーに参加し、情報収集に努
めました。
・リサイクルプラザの修繕に
ついて、平成26年度以降の修
繕費の平準化を図るため、委
託業者と連携して5か年の修
繕計画を作成し取組を実施し
ています。
・平成25年度に作成した施設
改修及び備品購入計画に基づ
き、石畑保育園園舎木床改修
工事、むさしの保育園屋根防
水工事を実施しました。

楽

・計画を事務事業評価
シートにも反映させてい
るため、必要とする修繕
費の見通しがつきます。
・管口カメラ調査工
（820万円）
この調査により、危険箇
所の早期発見に努め、事
故等の未然防止を図りま
す。

8080
5

目 標 数 値

施 設 改 修

B
23年度

実 績 数 値 ・高齢者福祉センター寿楽の
老朽化に伴い、計画的なスケ
ジュールを立て平成27年度は
外壁等改修工事を行いまし
た。また、不具合等が発生し
たときには、適正な維持管理
と修繕において施設の延命化
を図っています。
・保健センターでは、施設の
老朽化による機器の不具合等
が発生していますが、適正な
維持管理と修繕により施設の
延命化を図りました。
・瑞穂町公共下水道維持管理
計画に基づき、既設下水道施
設の破損及び土砂堆積等によ
る事故を未然に防止するた
め、管口カメラ調査を行いま
した。
・博物館協議会、図書館長協
議会等に出席し、各館の取り
組み等意見交換しました。ま
た、各博物館の問題点等の研

職員給与等の適正化 担当課

28-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

効果額や
成果（万円単位）

引き続き人事考課制度の評価
結果を昇給、勤勉手当に反映

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２７年度の進捗（達成）状況平成２７年度

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

27年度

年次計画の取組（達成）状況

小項目名

目 標

№

23年度 26年度25年度24年度

取 組 の 内 容

人事考課制度による給与体系の推進

取 組 の 目 的

　給与体系について継続的に研究する。

№

* * * * * * * * * * * * *

　客観性・公正性を確保し、納得性の高い人事考課制度を継続的に実施し、能力・実
績を重視した給与体系を推進する。また、社会情勢に即した諸手当の適正化を図る。

28 項目名

修会に出席しました。
・図書館長協議会では、障が
い者サービス研究会会長とし
て会議、研修を開催しまし
た。

平成２８年度予算案における期待・効果総務課

人事考課制度の評価結果を昇
給、勤勉手当に反映させまし

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

進捗状況指標

年 次 計 画

　職員給与や諸手当等については、社会情勢に即したものとする。

5 B 5 B 5 B 5 B

-

させます。

-B
80

-
評 点

目 標 数 値

実 績 数 値

80 80

研 究 5
た。

進捗状況指標

80

Ⅰ

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表19/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



28-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

継続的見直し

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

-

・諸手当等について、本年度
は、見直しを実施していませ
ん。
・平成28年1月1日施行で、東
京都人事委員会勧告に基づ
き、特別給の引上げを行い、
民間企業との格差を解消しま
す。

-

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果平成２７年度

8080

5

納税環境の整備

年次計画の取組（達成）状況
住民や事業者との協働に

よる事業の実施
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
予算ベースでの

期待効果額（万円単位）
効果額や

成果（万円単位）

- -

平成２５年度で終了

目 標

評 点

目 標 数 値

進捗状況指標

小項目名№

年 次 計 画 27年度25年度

実 績 数 値

税務課

諸手当の見直し 総務課

項目名

見 直 し

②安定した財源の確保

Ⅰ

24年度

　地方分権による町への移管事務量の増加や、景気の低迷による基幹税の税収確保が厳しい状況

26年度23年度

の中、質の高い住民サービスを提供し続けられるよう、自主財源の確保に努める必要がある。

　特殊勤務手当等の諸手当を、引き続き社会情勢に即したものとする。

80

C
80

協働の水準

３ Ａ 5 Ａ 6 Ａ

先進地事例の調査、費用対効果の検証

調査・研究結果の反映

担当課

目 標

23年度

進捗状況指標

年 次 計 画

取 組 の 目 的

取 組 の 内 容

80

項目名

目 標 数 値

29

27年度

実 績 数 値

25年度

結 果 反 映

100

調査・研究

№ * * * * * * * * * * * * *自主財源の確保

　町税や国民健康保険税等の納付機会を拡大するため、コンビニエンスス
トア等を活用した納付環境の整備について調査・研究する。

24年度

　納付機会の拡大に向けた調査・研究を進める。

評 点

終了

26年度

―

95

　納税者の利便性の向上と財源の確保を図る。

29-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 A

滞納処分、インターネット公売の実施、口座振替の加入促進等
-

年次計画の取組（達成）状況

-

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

5

効果額や
成果（万円単位）

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

9580

25年度 26年度23年度

80

実 施

評 点 80

　口座振替の加入促進やインターネットによる公売等を活用し、町税収納
率の向上を図る。

年 次 計 画

進捗状況指標

目 標

取 組 の 目 的

№ 税収の確保小項目名

　安定したサービス提供に向け、自主財源の確保に向けた積極的な取り組みを行う。

　財産調査の徹底による滞納処分、口座振替の加入促進等により、収納率の向上を図
るとともに、ホームページや町が発行する刊行物等への有料広告掲載や、企業誘致策
を実施する。

Ⅰ

目 標 数 値

税務課

取 組 の 内 容

実 績 数 値

・差押えの強化として、「西
多摩地区捜索サポート事業」
に３回（内１回瑞穂町）参加
しました。
・口座振替の加入促進は、口
座振替ＰＲチラシを当初納税
通知書に同封しました。
・捜索等により、動産の差押
をしインターネットによる公
売を行いました。
・滞納者宅への捜索におい
て 納税係職員だけではな

-

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

A

平成２７年度

・西多摩地区捜索サポー
ト事業では、捜索後（瑞
穂町）、後日未納分を完
納しました。
・インターネット公売実

績　　1件　7.7万円
・協力して捜索を行う事
により、徴収の困難さへ
の理解が図られるととも
に、事務事業に対するコ
スト意識にもつながって

27年度24年度

29-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 Ｃ 5 Ｃ 5 B 5 D

平成２８年度予算案における期待・効果

企業誘致奨励制度のＰＲに努
めました。

町内金融機関や不動産事業者
との連携をとり、より広い情
報収集に努めます。

平成２７年度

D
40

平成２７年度の進捗（達成）状況

25年度

小項目名

1件

　企業誘致を推進し、新たな雇用の創出や自主財源の確保を行う。
【目標値は誘致企業数】

24年度

5件

1件実 績 数 値 0件

目 標

№

60

7件

27年度

進捗状況指標

評 点

目 標 数 値

80

9件

Ⅱ

0件

26年度

産業課

実 施

1件

企業誘致策の実施

60

3件

23年度年 次 計 画

て、納税係職員だけではな
く、課全体で取り組むととも
に、住民課国保係と協力し実
施しました。

-5

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
住民や事業者との協働に

よる事業の実施
効果額や

成果（万円単位）

羽村市、青梅市と連携
し、青梅IC周辺の企業
進出のための魅力創出
に努めます。

-

0件

います。

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表20/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



29-3 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 Ａ 5 Ａ 5 Ａ 5 A

実施

範囲拡大を検討

検討結果を随時反映

平成２７年度の進捗（達成）状況

前年度と同額のバナー
広告を確保します。

・引き続き、自主財源の確保
の観点から、既存事業所には
継続依頼し、新規事業所には
郵送による通知や訪問依頼に
よりバナー広告掲載をしてい
ただくよう努めていきます。
・観光用ホームページへのバ
ナー広告の掲載について研究
します。

平成２７年度

95

小項目名 秘書広報課・関係各課

23年度

実 績 数 値

24年度

評 点

検 討

バナー広告

進捗状況指標

26年度

95

目 標 数 値

実 施

95

年 次 計 画 25年度

95

№

　引き続きホームページにバナー広告を掲載し財政負担の軽減を図るとと
もに、封筒、掲示板、公共施設への命名権など範囲拡大の可能性を検討す
る。

27年度

目 標

有料広告等の拡大

Ⅱ

平成２８年度予算案における期待・効果

5 A

新規事業所5者を含め、
11者のバナー広告を掲載
しました。

約86万円

年次計画の取組（達成）状況

-

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

効果額や
成果（万円単位）

・自主財源の確保の観点か
ら、既存事業所には継続依頼
し、新規事業所には郵送によ
る通知や訪問依頼によりバ
ナー広告掲載をしていただく
よう努めました。
・納税通知書用の封筒には税
関係情報を印字しているた
め、広告を載せるスペースは
厳しい状況ですが、検討は進
めます。
・教育委員会のホームページ
へのバナー広告については、
業者選定において考慮する部
分が多く、実施には向かない
と考えます。

重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 Ａ 5 Ａ 5 B 5 B

・ホームページのリ
ニューアルに当たって
は、防衛省特定防衛施
設周辺整備調整交付金
を活用します。
2,010万円
・多摩・島しょわがま
ち活性化事業助成金
300万円
・広域連携活動助成金
500万円
・新規就農者確保事業
費補助金
13,500千円
・都市農業活性化支援
事業費補助金

・市町村総合交付金地域
特選事業枠「残堀川距離
標示板設置工事」

51万円
・多摩の魅力発信支援補
助金
（魅力発信）

135万円
・地域活性化・地域住民
等緊急支援交付金】
（地方創生先行型）

2,200万円
（地方消費喚起型）

1,295万円
社会保障税番号制度シ

平成２７年度の進捗（達成）状況

・東京都から市町村総合交付
金地域特選事業枠に「残堀川
距離標示板設置工事」事業が
採択されました。また、多摩
の魅力発信支援補助金は、
「多摩の魅力発信事業」と
「みずほ育ちのシクラメン印
刷製本等」の補助金を確保し
ました。
・国からは、地域活性化・地
域住民等緊急支援交付金（地
方創生先行型・地域消費喚
起、生活支援型）を確保しま
した。
・マイナンバー制度対応のた
めの関連システム費用に対す

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２７年度

25年度 27年度

特定財源の確保（その１）項目名30

80

実 施

庁 内 調 整

24年度年 次 計 画

取 組 の 目 的

№

95

実 績 数 値

95

26年度

評 点

取 組 の 内 容 継続

Ⅰ

関係各課

　国や東京都の補助制度を有効に活用し、町の財政負担を軽減する。

　特定財源の積極的な確保を図るとともに、継続的な要望活動に努める。

23年度

目 標

進捗状況指標

80

目 標 数 値

6

平成２８年度予算案における期待・効果

A

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

・平成28年度から業者
委託にて、空き家等実
態調査を開始して、将
来の利活用に繋げま
す。
・事業展開の変更を行
う中でも様々な補助金
を活用し、子どもたち
の学力向上や健全育成
のために財源を確保し
ていきます。

年次計画の取組（達成）状況

・（仮称）石畑防災広場用地
取得において、防衛省の補助
を活用し購入します。
・ＬＥＤ防犯灯設置整備事業
について調整交付金の申請を
行います。
・都補助金の地域福祉推進包
括事業補助金及び子供・子育
て支援交付金の交付申請手続
きを行います。
・汚水対策の推進のうち、未
普及解消事業について、社会
資本整備総合交付金を活用で
きる見込みです。また、耐震
化事業の対象になっている沿
道建築物4棟に社会資本整備

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

効果額や
成果（万円単位）

　国や東京都からの補助金・交付金等特定財源の積極的な確保を図るとと
もに、税源移譲等について要望する。

事業費補助金
10,950千円・社会保障税番号制度シ

ステム整備費補助金（総
務省）

2,363万円
・社会保障税番号制度シ
ステム整備費補助金（厚

労省）

1,392万円
・防災行政無線デジタル

化

661万円

・消防団用デジタル受令
機

75万円
・（仮称）石畑防災広場
用地取得

め 関連シ テ 費用に対す
る補助金を確保しました。
・防災行政無線のデジタル化
に向け、防衛省に実施計画書
を提出し、補助金の積極的な
確保に努めました。
・消防団用デジタル受令機等
整備にあたり、都の補助金を
確保しました。
・防犯パトロール事業につい
て再編交付金を受けました。
・ＬＥＤ防犯灯設置整備事業
について調整交付金を受けま
した。
・平成26年度に環境省の実証
事業で設置した回収ボックス
から、回収した小型家電を認
定事業者へ売却しています。

・地域福祉推進包括事業補助
金は、福祉課の事業だけでな
く、他課の事業についても補
助が受けられるよう特定財源
の積極的な確保に努めまし

道建築物4棟に社会資本整備
総合交付金を活用できる見込
みです。
・引き続き各基金等の資金運
用を行い、利子を基金に積み
立てます。
・文化財保護費で国1/2と東
京都1/4の補助金を活用しま
す。
・引き続き図書館で故障して
いる空調設備復旧について
は、防衛省補助獲得に向けて
継続して音響測定の依頼をし
ていきます。

用地取得

1億4,117万円
・防犯パトロール事業

918万円
・LED防犯灯設置整備事

業535万円
・ボックス回収した小型

家電の売払い代 30万
円

の積極的な確保に努めまし
た。子ども・子育て支援新制
度により、国及び都の補助金
制度が改編されたため、町規
則及び要綱の制定や一部改正
を行いました。国庫補助金で
は子ども・子育て支援交付
金、子ども・子育て支援体制
整備総合推進事業費補助金、
都補助金では子供家庭支援包
括補助事業補助金等の交付申
請手続きを行いました。

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表21/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 Ａ 5 Ａ 5 B 5 B

・機能強化型地域包括支
援センター設置促進事業

補助金

550万円
・介護予防機能強化推進
事業補助金

550万円
・社会資本整備総合交付
金

6,744万円（未普及
解消事業）

222万円（耐震化事
業）
・防災安全交付金

187万円

特定財源の確保（その２）

目 標

80

　国や東京都からの補助金・交付金等特定財源の積極的な確保を図るとと
もに、税源移譲等について要望する。

継続

30

23年度

関係各課

26年度 27年度24年度 25年度

項目名

進捗状況指標

№

　特定財源の積極的な確保を図るとともに、継続的な要望活動に努める。

年 次 計 画

取 組 の 内 容

取 組 の 目 的

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

・機能強化型地域包括支援セ
ンター設置促進事業補助金、
介護予防機能強化推進事業補
助金を確保しました。
・都の包括補助金等を活用
し、任意予防接種への助成、
特定健康診査の検査項目の上
乗せ等、町独自の事業を実施
しました。
・汚水対策の推進のうち、未
普及解消事業について、社会
資本整備総合交付金を活用し
ています。
また、特定緊急輸送道路沿道
建築物の耐震化事業に社会資
本整備総合交付金を活用して
います。

年次計画の取組（達成）状況

実 績 数 値

Ⅰ

評 点 95 95 80

庁 内 調 整

実 施

目 標 数 値

　国や東京都の補助制度を有効に活用し、町の財政負担を軽減する。
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
効果額や

成果（万円単位）

187万円
・多摩・島しょ地域観光
施設整備等補助金

60万円
・都消費者行政活性化交
付金

308万円
・多摩・島しょわがまち
活性化事業助成金

300万円
・新規就農者確保事業費
補助金

375万円
・ストップ遊休農地再生
事業費補助金

139万円

・交通安全施設のＬＥＤ道路
照明灯については、特定防衛
施設周辺整備調整交付金を活
用しています。また、カラー
舗装についても防災安全交付
金を活用しています。
・東京みずほブランドパンフ
レットの作成及びさやま花多
来里の郷パンフレット作成の
ため多摩・島しょ地域観光施
設整備等補助金を確保しまし
た。
・消費者相談窓口の啓発用品
作成及び相談窓口強化のため
都消費者行政活性化交付金の
確保をしました。
・東京みずほブランド、残堀
川ふれあいイベント充実のた
め多摩・島しょわがまち活性
化事業助成金を確保しまし
た。

・財政調整基金ほか各基金等・財政調整基金ほか各基金等
の現金について、 も確実か
つ有利な方法で定期預金や地
方債等で資金運用を行いまし
た。
・再編交付金などの国及び都
の補助制度を活用し、学力向
上や不登校対策事業等の財源
を確保しています。
・平成２７年度事業の地域資
料デジタル化作成等委託にあ
たり、財団法人図書館振興財
団に助成金を獲得しました。
図書館で故障の多い空調設備
復旧については、防衛省補助
獲得に向けて継続して音場測
定の依頼をしました。
・文化財保護費で国1/2と東
京都1/4の補助金を活用して
います。

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表22/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

2 C 5 B 5 B 5 B

他市町村実態把握、算定方法検討、施設間における整合性の検証等

・リサイクルプラザ施設使用
料を条例に基づき徴収してい
ます。（自動販売機2台分）
・施設使用料の適正化及び減
免基準について検討しまし
た。
・利用者の主体的選択によっ
て提供される特定の住民サー
ビスである考え方から、瑞穂
町体育施設条例等の条例改正
（有料使用）を行いました。
施設利用者の受益と負担を考
慮する事ができました。

効果額や
成果（万円単位）

・リサイクルプラザ自動
販売機2台分の収入

約8万円

引き続き、施設使用料につい
て検証、検討していきます。
また、町における減免範囲に
ついては、地域活動への影響
を考慮する必要があることか
ら、引き続き検討を継続しま
す。

目 標

27年度25年度年 次 計 画

80

企画課・関係各課

進捗状況指標

　住民サービスの中には、住民の個別・限定的ニーズに基づき、利用者の主体的選択によって提供される

31

評 点 80

24年度

公共施設使用料の適正化

取 組 の 内 容

30

庁 内 調 整

特定のサービスがある。その場合、他の納税者との公平性等を考慮して受益者負担の適正化に努めなけれ

ばならない。

23年度

再構築

80

③受益者負担の適正化

26年度

　使用料設定基準を作成し、基準に基づいた施設使用料の再算定を行う。

項目名

取 組 の 目 的

　施設使用料を検討する庁内組織で、使用料設定基準を作成し、各公共施
設使用料の再算定を行う。また、減免基準についても見直しを行う。

　受益と負担の適正化を図るため、使用料設定を明確化する。

№ 平成２７年度の進捗（達成）状況

年次計画の取組（達成）状況
予算ベースでの

期待効果額（万円単位）

5

・回収ボックスの追加
10万円
・小型家電の売払い代
20万円
・体育施設使用料を有
料使用に改正しました
が、多くの利用は町の
公共的団体が主催する
事業であり、施設使用
料収入の増加は見込ん
でいません。

平成２８年度予算案における期待・効果

-

平成２７年度

A

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

基準作成

算定、関連団体への説明、条例改正等

重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

1 E 1 E 1 E 2 C

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

・学校施設に関しては、学校
開放の規則に基づき、無料で
貸出がされています。ただ
し、学校開放によらない場合
の使用もあるため、その場合
は、学校施設の使用条例に基
づき、使用の許可（全額免
除）をしています。

放置自転車保管手数料

4万円

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

　地方公共団体の手数料の標準に関する政令及びいわゆる「番号制度（マ
イナンバー制度）」による影響を踏まえて、原価計算等の実施により積算
根拠を明確化し、適正な手数料を設定する。

32 関係各課

　受益と負担の適正化を図るため、適正な手数料を設定する。

取 組 の 内 容 再構築

　積算根拠を明確化する。

Ⅲ

項目名

目 標

23年度年 次 計 画 25年度

基 準

24年度

証明等手数料の適正化

進捗状況指標

27年度

実 施

目 標 数 値

№

26年度

実 績 数 値

積算根拠の明確化を図るため
に研究していきます。

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

4

平成２８年度予算案における期待・効果

・住民基本台帳の一部
の写しの閲覧料（過去
5年間の平均閲覧転記
人数は355人）
約7万円
・放置自転車保管手数
料4万円C

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

・住民基本台帳の一部の写し
の閲覧料について、近隣自治
体と均衡を図るため、閲覧料
の見直しの検討を行い、条例
改正を行いました。
・現時点での取組としては、
新たに積算根拠を明確化には
していません ただし 税証

平成２７年度

-

取 組 の 目 的

平成２７年度の進捗（達成）状況

1 E 1 E 1 E 2 C

原価計算等の実施

細目Ⅱでの

Ⅲ

目 標 数 値

実 績 数 値

検 証

30

進捗状況指標

0 0 0評 点
4 C していません。ただし、税証

明としては、近隣自治体と同
様であり適正な手数料とは考
えています。
・自転車保管手数料を1,000
円徴収していますが、福生市
は1,000円、羽村市は2,000円
徴収しています。
町の規模を考えると、手数料
額は適正と考えます。
・消費税増税に備え、ごみ処
理手数料について西多摩衛生
組合構成市町で検討を開始し
ています。
・農地台帳閲覧と記録事項要
約書の交付について、手数料
を設定しました。積算根拠に
ついては、法務省民事局の登
記手数料を準用しています。

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

6 A ５ A ５ A 5 A

効果額や
成果（万円単位）

6 A
評 点 95

23年度 26年度

95

進捗状況指標

継続

Ⅲ

　社会経済情勢にあった適正な保育料を検討する。

目 標 数 値

24年度年 次 計 画

33 保育料の適正化

25年度 27年度

実 績 数 値

取 組 の 内 容

検 討

100

目 標

95

№ 項目名 福祉課

　社会情勢や国の動向を見極めながら、近隣市町村とのバランスも考慮
し、適正な保育料を設定する。

　保護者負担金の適正化を図る。取 組 の 目 的

平成２８年度予算案における期待・効果平成２７年度

子育て世帯の負担軽減に
寄与しました。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

年次計画の取組（達成）状況

-

平成26年度に変更した児童運
営費（保育料）算定方法の運
用を開始しました。

・内閣府により示された多子
世帯・ひとり親世帯等の保育
料負担軽減施策に対応しま
す。
・子ども・子育て支援システ
ム改修、規則の一部改正等精
査します。システム改修に係
る経費は国庫補助金（補助率
1/2）を確保します。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

-

平成２７年度の進捗（達成）状況

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表23/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

2 C 2 C 2 C 2 C

検診事業における受益者負担のあり方について検討

関係機関等との調整

検討結果の随時反映

-

30

検 討

34

継続

27年度

Ⅲ

取 組 の 内 容

検診事業等における受益者負担の検討

30評 点

実 施

項目名

年 次 計 画 25年度

30 30

取 組 の 目 的
　受益と負担の適正化を図り、限られた財源の中で継続的なサービスを提
供するための体制を整備する。

目 標

24年度

　検診事業等における個人負担額の見直しを検討する。

26年度23年度

進捗状況指標

　限られた財源の中で多くの住民が検診等を受診できるように、適正な受
益者負担のあり方を検討する。

健康課

目 標 数 値

C

平成２７年度

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

効果額や
成果（万円単位）

-

平成２７年度の進捗（達成）状況

各種検診及び健康診査につい
ては、受診率の向上が課題と
なっていること、また、近隣
自治体の状況を研究した結果
から新たな受益者負担の導入
は実施していません。引き続
き、調査・研究を実施しま
す。

・乳がん検診については自己
負担を徴収しました。
・他の事業については、西多
摩地域の近隣自治体から情報
を収集し、受益者負担の実施
について検討しました。

-

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由

平成２８年度予算案における期待・効果№

4

調 整

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 B 5 B 5 B 5 B

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

効果額や
成果（万円単位）

・児童館事業のうち、会員制
の幼児事業「すくすくクラ
ブ」において年会費1,000
円、就学児向けの料理教室や
陶芸教室で各回の材料費100
円～200円を徴収していま
す。保護者交流事業の一部に
おいて参加者から実費相当分
の負担金を徴収し、参加して
いない住民との公平性を図り
ました。
・認知症サポーター養成講座
において、企業からの講座申
し込みに対しテキスト代の負
担をいただいています。

・料理教室など材料費と
して 低限の負担であ
り、その効果は参加者に
還元しています。
・高齢者福祉センター寿
楽において平成27年度陶
芸窯の利用に際し、
44,700円を電気料の一部
として受益者負担をいた
だいています。

　講習会や各種講座・教室等の開催における個人負担額の算定を行う。

　実費徴収額等の個人負担の適正化を図る。

27年度

取 組 の 内 容

取 組 の 目 的

評 点

Ⅱ

実 績 数 値

8080

実 施

80

23年度

目 標 数 値

継続

年 次 計 画

目 標

80

関係各課

25年度

講習・講座等における受益者負担 平成２８年度予算案における期待・効果平成２７年度の進捗（達成）状況

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

5

各種教室の講師につい
て、地域ボランティア
等の参加を積極的に呼
びかけていきます。

-

平成２７年度

B

年次計画の取組（達成）状況

-進捗状況指標

№ 項目名

目 標 数 値

26年度

35

24年度

　受益と負担の適正化を図り、限られた財源の中で継続的なサービスを提
供するための体制を整備する。

実 績 数 値

担当課

36 1 重点 担当課
細目Ⅱでの

・リーダー宿泊研修やこども
フェスティバルで、参加者負
担金をいただいています。ま
た、陶芸窯の利用者に使用料
の一部を負担していただいて
います。

№

　独立採算制の原則を踏まえ、一般会計からの繰入を抑制する。取 組 の 目 的

* * * * * * * * * * * * *№ 36 特別会計の健全化項目名

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待 効果

　国民健康保険財政の安定と被保険者間の税負担の公平化を図る。また、下水道会計
の地方公営企業会計の適用を検討する。

小項目名 住民課

取 組 の 内 容

国民健康保険特別会計36-1 重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

再構築
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

5 A 5 A 5 A 5 A

-

効果額や
成果（万円単位）

・国民健康保険税
　3.36%の税率改定
・国民健康保険
　短期被保険者証780世
帯
・被保険者資格証明書
　29世帯

・国民健康保険税の税率改定
案を国民健康保険運営協議会
に諮問しました。
・国民健康保険税滞納者へ瑞
穂町国民健康保険短期被保険
者証及び被保険者資格証明書
を交付しました。

24年度 25年度

95

№

95

　保険税の税率改正を実施するとともに、税滞納者に対し短期証及び被保
険者資格証明書を交付し、収納率の向上と被保険者間の税負担の公平化を
図る。

95

目 標

23年度

検 討

95

26年度年 次 計 画

年次計画の取組（達成）状況

-

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

-

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

5 A

27年度

評 点

Ⅱ

進捗状況指標

小項目名

改 正

住民課国民健康保険特別会計

実 績 数 値

目 標 数 値

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表24/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



36-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

再構築
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

１ E １ E １ E 3 D

見直しの検討

多摩川流域下水道多摩川上流処理関連8市町で下水道管の維持管理業務の共同化を協議

歳出では、事業費で工
事請負費の減額、公債
費で順調な償還に基づ
く元金、利子の減額、
維持管理費で補修箇所
等の増により、委託料
が増額しました。ま
た、新規事業として、
公営企業会計の適用に
向けた支援業務委託を
計上しました。一方、
歳入では、平成28年度
賦課に基づく受益者負
担金の増額、歳出の工
事請負費の減額に伴い
国都補助金は減額した
ものの 起債対象工事

効果額や
成果（万円単位）

都市計画課

年 次 計 画

小項目名

評 点 0

進捗状況指標

目 標 数 値

　安定した下水道経営を実現するため、また、歳入歳出の両面における経
営の健全性の向上を図るとともに、経営の計画性・透明性の向上を図るた
めに、下水道会計の地方公営企業会計の適用を検討する。

検 討

20

25年度

目 標

27年度26年度

下水道事業特別会計

24年度

№

使 用 料

共 同 処 理

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況

-

年次計画の取組（達成）状況

ストック情報や損益情報
などの経営情報を的確に
把握するとともに、資産
の現状を把握し、適切に
管理することで、住民
サービスを将来的に安定
的に提供していくため
の、中長期的な視点に
立った計画的な経営基盤
の強化と財政マネジメン
トの向上に取り組むこと
ができます。

平成28年度から速やかに業務
に取り組めるよう、支援業務
委託に関する仕様書等の検討
を進めます。また、契約方法
について、プロポーザル方式
にするか、指名競争入札にす
るかを検討します。

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

平成２８年度予算案における期待・効果

5 B

0

Ⅱ

実 績 数 値

0

23年度 ・東京都主催の説明会及び監
査法人主催のセミナー等に参
加、下水道関連の協議会にて
近隣市町村との情報交換、コ
ンサルタント事業者から業務
内容の説明を受けるなど、情
報収集に努め、適用に向けた
スケジュールを策定しまし
た。また、支援業務委託とし
て、平成28年度から平成31年
度までの債務負担行為を予定
し、平成28年度予算を計上し
ました。

ものの、起債対象工事
の拡大により、町債が
増額しました。なお、
予算規模が4,780万円
増額し、一般会計繰入
金は増額となりまし
た。

【歳入】
受益者負担金23,412万
円
一般会計繰入金900万
円
町債3,550万円
【歳出】
公営企業会計導入支援
業務委託1,500万円
公共下水道維持管理業
務委託7,705万円
事業費の工事請負費
△634万円
流域下水道事業費
△544万円
公債費元金△452万円公債費元金△452万円
公債費利子△658万円

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表25/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課

37-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ A ３ C 2 C 3 C

・自主財源確保計画の提出対
象団体が指定管理者の場合、
委託料収入が自主財源となる
状況にあるため、委託料、補
助金双方から検証していきま
す

自主財源確保計画提出対象団体の検証

進捗状況指標

40

④補助金等の整理合理化

* * * * * * * * * * * * *

取 組 の 目 的

め、廃止・縮減を進めるとともに、適正性について継続的に検証する必要がある。

27年度

　提出対象団体について、委託料及び補助金交付の適正性や公正性、効果
等を検証する。

95 40

年 次 計 画

№

　各種団体等に対する補助金等については、対象団体の自立化を促進し、補助金等の必要性と効果を見極

30評 点

37 項目名

　自主財源確保計画の提出対象団体を拡大し、委託料及び補助金交付の適正性や公正
性、効果等を検証するとともに、団体の自立化を促進し、補助金の廃止・縮減に取り
組む。

　団体を取り巻く環境の変化へ対応し、自立した団体運営を促進するとともに、町か
らの財政支出を抑制する。

小項目名

目 標

26年度

企画課・関係各課

Ⅱ

24年度23年度

C -

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

-

効果額や
成果（万円単位）

補助金の効果等の検証に
より、被交付団体の適正
な活動に寄与していま
す。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

平成２７年度の進捗（達成）状況平成２７年度 平成２８年度予算案における期待・効果

年次計画の取組（達成）状況

財政支援団体の自立化

取 組 の 内 容

25年度

№

・農畜産物直売所運営
費補助金については、
役員会議に職員が積極
的に参加するなどし
て、常に効果等を検証
します

実 施 3

37-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

す。
・助成団体である殿ヶ谷土地
区画整理組合では、保留地処
分方法を工夫するなど、財源
の確保に取り組んでいます。
・農畜産物直売所運営費補助
金については、役員会議に職
員が積極的に参加するなどし
て、常に効果等を検証してい
ます。
・新規就農者確保事業費補助
金については、都や農業会
議、普及センター等とも連携
し、受給者の営農状況を確認
しています。

・補助金等確認書を提出し、
担当課で補助事業の検証をし

目 標 数 値

自立化に向けた団体支援

26年度24年度 25年度年 次 計 画 27年度

実 績 数 値

企画課・関係各課№

　補助金交付団体の自立化に向けた支援を進め、適正な補助金額への見直
しを図る。

小項目名

23年度

Ⅱ

進捗状況指標

・継続して地域づくり補助金
を各町内会等に補助し地域活

平成２７年度 平成２８年度予算案における期待・効果

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

平成２７年度の進捗（達成）状況

効果額や
成果（万円単位）

芝生維持管理組織は、構
成員の努力により自主的

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

町内会や地域の活性化
には 町内会等が自立

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

します。
・新規就農者確保事業
費補助金については、
都や農業会議、普及セ
ンター等とも連携し、
受給者の営農状況を確
認します。

実 施

目 標

５ B ５ B ５ B 5 B

見直しの実施

結果を随時反映

担当課で補助事業の検証をし
団体の自立化を含め、補助金
の縮減に取り組んでいます。
・地域づくり補助金を各町内
会等に補助し各町内会及び地
域の活性化に努めました。
・殿ヶ谷土地区画整理組合で
は、必要 低限の補助額で効
率的な事業執行が図られてお
り、常に費用対効果を検証し
ながら進めています。
・補助金が効果的に活用され
ているかを注視しています。
補助金額の見直しには至りま
せんでした。
・芝生維持管理組織への町か
らの補助金はありませんが、
順調な活動をしています。

80

目 標 数 値

反 映

80

Ⅱ

80 80

実 施

評 点

進捗状況指標
を各町内会等に補助し地域活
性化に寄与していきます。
・補助金が効果的に活用され
ているかを注視していきま
す。B

成員の努力により自主的
に活動しています。

には、町内会等が自立
した事業を行える環境
づくりが必要となりま
す。

5 -

実 績 数 値

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表26/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ B ５ B ５ B 5 B

補助金等審査の実施

審査結果を随時反映

80

24年度 27年度

目 標 数 値

年 次 計 画

取 組 の 目 的

目 標

評 点

38

実 績 数 値

26年度

継続

補助金等の適正化

23年度

№ 項目名

25年度

　国や東京都からの補助金が削減されている現状を踏まえ、町単独補助事
業の適正化を図る。

企画課

　住民等で構成された行政評価委員会補助金等審査分科会において、住民
の立場から補助金等の審査を実施し、適正性について継続的に検証する。

進捗状況指標

80 80

実 施

反 映

取 組 の 内 容

80

　新たな補助金等の創設及び既存の補助金等について、適正性や公平性及
び効果を検証する。

B

瑞穂町行政評価委員会補助金
等・審査分科会を開催し、
「瑞穂町住宅用創エネ設備・
省エネ機器導入費補助金」の
適正性について検証しまし
た。
・平成27年度より対象となる
資源物の品目にアルミ缶を追
加しました。アルミ缶回収へ
の奨励金
子ども会20団体
　回収量3,194.7㎏
　奨励金31,947円
町内会12団体
　回収量993.1㎏
　奨励金9,931円
交付団体合計32団体

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２７年度

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

-

「瑞穂町住宅用創エネ設
備・省エネ機器導入費補
助金」について、意見を
伺うことで公平性を保つ
ことが出来ました。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

効果額や
成果（万円単位）

引き続き町内の団体が
資源物を集団で回収す
る活動を支援して行き
ます。

-5

平成２７年度の進捗（達成）状況

Ⅱ

年次計画の取組（達成）状況

平成２８年度予算案における期待・効果

　インターネットを活用した住民サービスの一層の拡充を図るとともに、ホームページの操作性の向上、

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

６ A ６ A ５ B 5 B

23年度 25年度

8080

取 組 の 目 的

情報提供の充実に努め、引き続き電子自治体を推進していく必要がある。

　電算システムの共同開発等広域的な視点を持ち、地方自治体間での連携
を強化する。

24年度

評 点 100

取 組 の 内 容

年 次 計 画

実 績 数 値

継続

進捗状況指標

　自治体間で電算共同運営を実施することにより、コスト削減や電算事務
の効率化を図る。【目標数値は、共同運営をしなかった場合と比較しての
コスト削減効果額】

№ システムの共同開発・共同運営39

26年度 27年度

項目名 総務課

目 標

⑤ＩＣＴ化の推進

100

　ＩＴの高度な進歩への対応、コスト削減等を考慮し、効率よいＩＣＴ化
を進めるため、システムの開発と運営を近隣自治体等と共同で行う。

B -

5年間で、2億3,709万円
の歳出削減が見込まれま
す。単年度削減額（見込
み）

4,741万円
・平成28年10月～平成33
年10月までの5年間の債
務負担行為額は10％減を
見込みます。

　回収量合計4,187.8㎏
　奨励金合計41,878円

平成２７年度の進捗（達成）状況平成２７年度

年次計画の取組（達成）状況
効果額や

成果（万円単位）
予算ベースでの

期待効果額（万円単位）
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
住民や事業者との協働に

よる事業の実施

--

平成２８年度予算案における期待・効果

5

西多摩郡町村電算共同運営協
議会及び運用部会おいて、問
題事例や運用について調整を
行い、更なる効率化を模索
し、円滑な運営を図っていま
す。
また、平成28年10月以降の共
同電算の継続についても9月
30日に開催された協議会で決
定しました。

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

協働の水準

６ A ６ ―

情報収集・庁内調整

4,741万円

評 点

啓 発

4,741万円

4,741万円

27年度

目 標

調査・研究

総務課・関係各課

実 績 数 値

　住民への情報提供及び庁内の調整を円滑に行う。

26年度年 次 計 画

Ⅰ

目 標 数 値

構 築

4,741万円

取 組 の 目 的

項目名

100

　地上デジタル放送の移行に伴い、関係機関からの情報の収集及び住民へ
の情報提供に努める。

24年度

進 捗 管 理

平成２５年度で終了

　平成23年の地上デジタル放送への移行について、円滑に実施する。

地上デジタル放送への対応

進捗状況指標

23年度

ー

終了

100

取 組 の 内 容

25年度

啓 発

実 績 数 値

目 標 数 値

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表27/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課

40-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

４ B ４ B ４ B 4 B

実施

　外国語表記化など新たなコンテンツの導入を図り、利用しやすい環境整
備と情報提供の充実に努めるとともに、各課担当者によるコンテンツの作
成等を検討する。

* * * * * * * * * * * * *

目 標

70

ホームページの充実小項目名

　いつでも、どこでも、だれでも、必要な情報を送受信できる環境づくりを進める。

　個別システムの具体化及び効率化を図ることにより、住民の情報活用能力向上に努
める。

№

25年度

評 点

項目名

70

秘書広報課・関係各課

目 標

年 次 計 画 27年度

70

取 組 の 内 容

進捗状況指標

取 組 の 目 的

40

　地域情報化を推進し、行政事務の効率化と利用者の利便性の向上を図る。

24年度

70

26年度

外国語表記

23年度

№

地域情報化の推進

平成２７年度の進捗（達成）状況平成２７年度

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

・引き続き、ホームぺージや
メール配信サービスにより、
町の情報を迅速に住民へ提供
していきます。また、平成28
年度に実施予定のホームぺー
ジリニューアルについて 準

・ホームページへの掲載
により、行事の参加者増
につながりました。
・振り込め詐欺や不審
者、火災発生の情報を即
時配信し 注意喚起につ

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

引き続き観光用ホーム
ページの掲載内容充実
のため、関係課や観光
情報協力員として登録
いただいた住民の方か
ら 町の魅力の情報発

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２８年度予算案における期待・効果

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

・事業やお知らせについて、
ホームページ及びメール配信
を活用した事業の情報提供を
積極的に実施しました。
・ホームぺージやメール配信
サービス（行政情報）によ

実施

各課担当者によるコンテンツの作成等の検討

Ⅰ

目 標 数 値

作 成 手 法

実 績 数 値

メール配信
サ ー ビ ス

B5 -

ジリニューアルについて、準
備を進めていきます。
・防犯や防災のメール配信を
引き続き行うとともに、登録
者数の増加を図るため適切に
ＰＲします。

時配信し、注意喚起につ
なげました。
・情報提供の質の向上に
寄与しました。問い合わ
せ等が減少しました。写
真添付によって事業内容
が視覚的に把握できるよ
うになった成果と分析で
きます。

ら、町の魅力の情報発
信をしていきます。

サービス（行政情報）によ
り、町の情報を迅速に住民へ
提供しました。また、平成28
年度に実施予定のホームぺー
ジリニューアルに併せ、CMS
（各課担当者によるコンテン
ツの作成等）の導入に向け検
討しました。
【メール配信サービス】
長期総合計画前期目標値
3,000人
4月1日時点3,579人
・防犯や防災のメール配信を
行っています。
・交通安全講習会や防犯の集
いなどの各種行事のお知らせ
をホームページに掲載しまし
た。
・保育園ホームページとのリ
ンクを張るとともに、一時保
育のお知らせページに保育室
の写真を掲載しました。ホー
ムページ上の児童館事業のう
ち 移動児童館の掲載内容に

40-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

再構築
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

４ B ５ B ５ B 5 B

調査・検討

調査・検討

8070

年 次 計 画

総務課・企画課

財 務 会 計

小項目名

Ⅰ

　財務会計システムの効果的な運用について調査・検討する。

№

文 書 管 理

24年度

目 標

25年度

内部事務管理システム

進捗状況指標

26年度

80

23年度 27年度

評 点 80

支出の縮減や収入増加
額はありません。

効果額や
成果（万円単位）

-

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

年次計画の取組（達成）状況

サーバが購入から6年を経過
し、保守ができない状態にな
るため、平成27年度中にサー
バの単独クラウド化を実施し
ました。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

5 A

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

平成２７年度

-

支出の縮減はありません
が、専門のデータセンタ
で単独クラウド化するこ
とで、セキュリティが高
まりました。

ち、移動児童館の掲載内容に
写真添付がなかったため追加
しました。
・観光用ホームページの掲載
内容充実のため、関係課や観
光情報協力員として登録いた
だいた住民の方から、町の魅
力の情報発信をしました。

実 績 数 値

目 標 数 値

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表28/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



40-3 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ C ５ C ５ C 5 B

各公共施設で導入を検討

体育施設で運用、検討結果の随時反映

40-4 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準 ・随時、電子申請による請求
を受け付けます

№

25年度

Ⅰ

実 績 数 値

目 標 数 値

70評 点

総務課・関係各課

№

80

25年度

小項目名

80

23年度

年 次 計 画

予約システム

運 用

　申請・届出手続の種類の拡大を図る。

27年度

24年度 26年度

小項目名

　公共施設使用料の適正化に合わせ、予約システム導入の拡大に努める。

23年度

電子申請システム

80

社会教育課・関係各課

26年度

目 標

年 次 計 画

進捗状況指標

27年度

公共施設予約システム

24年度

目 標

5 B

年次計画の取組（達成）状況

-

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

効果額や
成果（万円単位）

効果額や
成果（万円単位）

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

-

電子申請による、利用実
績はありません

平成２８年度予算案における期待・効果

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

・住民票の写し交付申請、
税 福祉 情報公開請求など

-

平成２７年度

-

・学校施設の使用に関して
は、条例により対応していま
すが、学校の使用が優先され
るものであり、予約システム
には向かないと考えていま
す。
・【体育施設等予約システム
登録者】約1,500人

平成２８年度予算案における期待・効果

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況

平成２７年度の進捗（達成）状況

５ B ５ B ５ B 5 B

検討

を受け付けます。
・個人住民税における給与支
払報告書等の電子的提出、法
人住民税の電子申告等、償却
資産の申告において、エル
タックスによる受付を行って
います。また、広報紙にエル
タックスの利用促進の記事を
掲載しました。

80 80

進捗状況指標

　住民や地域に被害が及ぶおそれがある様々な危機を未然に防止し、発生した場合は被害を 小限に抑え、

評 点

⑥安全・安心

実 績 数 値

80

また、事後において早急に現状復旧することにより、安全で安心して暮らせる地域社会を構築する必要が

Ⅰ拡 大

80

目 標 数 値

績はありません。税、福祉、情報公開請求など
必要と思われる9種類の電子
申請受付を行っています。住
民に必要とされる新たな申
請、届出の電子化を引き続き
検討しました。
・個人住民税における給与支
払報告書等の電子的提出、法
人住民税の電子申告等、償却
資産の申告において、エル
タックスによる受付を行って
います。
・一般廃棄物処理業の許可申
請について、現在の窓口申請
が適切であると判断している
ため未検討です。

--B5

担当課

41-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ B ５ B ５ B 5 B

運用

運用

評 点

年 次 計 画

国民保護計画

№

80

24年度 25年度23年度 27年度

進捗状況指標

地域課・関係各課

ある。

　危機発生時に迅速に対応するため総合的な危機管理マニュアルを作成するととも
に、地域との協働により災害や犯罪を未然に防ぐため、自主活動団体への支援に努め
る。

項目名

80 80

* * * * * * * * * * * * *41

80

　危機管理体制を整備し、安全で安心なまちづくりを推進する。

安全・安心まちづくりの推進

26年度

また、事後において早急に現状復旧することにより、安全で安心して暮らせる地域社会を構築する必要が

目 標

№ 小項目名 危機管理マニュアル等の整備

取 組 の 内 容

取 組 の 目 的

　国民保護計画の運用を推進するとともに、危機管理マニュアルを継続的
に検証し、新たな課題の発生時において個別マニュアルを作成する。

危 機 管 理

効果額や
成果（万円単位）

-

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２７年度

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由

5 B

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

・19課・館で47の個別マニュ
アルを策定済みです。
・訪問（納税勧奨）時の事故
発生連絡体制を基に進めてい
ます。
・福祉課及び福祉所管の施設
は個別マニュアルの運用を継
続しました

・法令等の施行に伴い、随
時、マニュアルを改訂してい
きます。
・既存の個別マニュアルの検
証をするとともに、必要に応
じて、新たな個別マニュアル
の作成を研究します。

・職員の危機管理意識の
向上が図られます。
・関係法令、制度等の改
正や新たな課題に対応し
た見直しを行うことによ
り、危機管理体制の構築
を図ります。

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

-運用

運用個 別
マ ニ ュ ア ル

Ⅰ

実 績 数 値

目 標 数 値

危 機 管 理
マ ニ ュ ア ル

5 B 続しました。
・道路管理上の事故に対応す
るため、事故発生時連絡体制
を作成し関係機関との連携を
図っています。

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表29/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



41-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ B ５ A ５ C 5 B

支援の強化

支援の強化

・総合防災訓練実施に向け
て、会議を開催し、訓練内
容、また、当日の進行等がス
ムーズに進むよう、町職員と
消防団等との顔合わせをを行
いました。
・各自主防災組織や自治会単
位で防災事業を実施していま
す。
・防犯協会と連携し、町イベ
ントでの啓発活動や、年金支
給日に合わせた振り込め詐欺
被害防止キャンペーンを行い
ました。
・防犯協会に対し、不審者情
報の即時連絡を行いました。
・自主防犯パトロール隊に対

Ⅱ

自 主 防 災

80評 点

26年度25年度

　自主防犯活動団体の組織化を促進し、犯罪件数を抑制する。
【目標数値は、町内における犯罪件数（参考：平成21年663件）】

497件

27年度

558件

小項目名

進捗状況指標

80

512件

480件584件 532件

95 60

558件

目 標

506件

地域課

23年度年 次 計 画

目 標 数 値

自 主 防 犯

実 績 数 値 587件

24年度

875件

№ 自主防災、自主防犯活動に対する支援 平成２８年度予算案における期待・効果

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

B -

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

防犯協会への不審者情
報の即時連絡により、
地域での子どもの見守
り活動の強化につなげ
ます。

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況

5

・町民の防災意識の高揚
につながりました。
・町全体での防犯意識の
啓発や、団体の防犯活動
活性化につなげました。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

41-3 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

自主防犯 ト ル隊に対
する装備品の貸与を行ってい
ます。
・自主防災組織を主体に、
町、消防団等と連携し、総合
防災訓練を実施しました。
消防団等と連携を図り、災害
対策等円滑に進めました。
・武蔵野防災会館、元狭山広
域防災広場の管理委託と町内
会へ委託しました。
・交通安全推進協議会と連携
して交通安全講習会を実施し
ました。
・防犯協会と連携して防犯の
集いや、各種啓発活動、年末
警戒におけるパトロールを実
施しました。

№ 小項目名 福祉課災害時要援護者支援台帳（障がい者）の作成 平成２８年度予算案における期待・効果平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ A ５ A ５ A 5 A

広報等による名簿登録の周知、随時登録、台帳更新

41-4 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ A ５ A ５ A 5 A

評 点 95

95

9595 95

27年度

Ⅱ

高齢課

25年度

　災害時要援護者支援台帳（障がい者）を作成する。

27年度24年度

25年度

災害時要援護者支援台帳（高齢者）の作成

95

進捗状況指標

目 標 数 値

運 用

23年度

評 点

小項目名

　災害時要援護者支援台帳（一人暮らしの高齢者及び高齢者のみ世帯）を
作成する。

95

実 績 数 値

№

目 標

目 標

進捗状況指標

26年度

95

26年度

年 次 計 画

24年度23年度年 次 計 画

更 新 等

5

平成２８年度予算案における期待・効果

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

-

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

町に設置する高齢者災害時要
援護者支援名簿の個人情報提
供先が、町、警察署、消防

平成２７年度

-A

新規に障害手帳を取得した方
については、手帳交付時に災
害要援護者台帳の説明を行う
とともに、要援護者の必要が
ある方には台帳に記載し作成
しました。

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

-

平成２７年度の進捗（達成）状況

年次計画の取組（達成）状況
取組の結果、残された課題や達成

しなかった理由
住民や事業者との協働に

よる事業の実施
予算ベースでの

期待効果額（万円単位）

-

効果額や
成果（万円単位）

広報等による名簿登録の周知、随時登録、台帳更新

運 用

評 点 95 9595 95

Ⅱ

更 新 等

目 標 数 値

実 績 数 値

- --A

署、民生委員・児童委員、自
主防災組織となっています。
対象者は、75歳以上のひとり
暮らし・高齢者のみ世帯と在
宅で生活されている介護3以
上の方とし、承諾された方の
名簿を作成しました。

-5

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表30/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



41-5 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ A ５ A ５ A 5 A

構築 進捗管理

職員研修の実施

継続的な行政改革の推進

・個人情報の保護について、
職員係主催の新人研修で法制
係が講義を実施し、個人情報
保護意識の向上に努めていま
す。また、個人情報制度運用
の手引きを必要に応じて見直
すとともに、庁内掲示板から
全職員が参照できるようにし
ています。
・番号法の施行に伴い、個人
情報制度運用の手引きの改定
を行いました。

年 次 計 画

研 修

個人情報保護の推進及び情報漏洩の防止

目 標

小項目名№

9595

　個人情報保護の推進、情報漏洩の防止等について組織的な対応ができる
体制を整備するとともに、職員研修を実施する。

進捗状況指標

情報セキュ
リティ対策

95

総務課

目 標 数 値

評 点

26年度 27年度

95

第4次行政改革大綱の取り組み状況や 実施細目の進捗状況については 定期的に各課に確認し 行
基本理念4

実 績 数 値

Ⅰ

23年度 24年度 25年度

平成２７年度

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

5

年次計画の取組（達成）状況

- -

平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

効果額や
成果（万円単位）

A --

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

担当課

政評価委員会行政改革推進分科会に報告するとともに、広報みずほや町ホームページへ掲載し、住民に

今後は各自治体がより一層自主的・主体的に行政改革を推進していかなければならない。また、長期に

行政改革に対する共通認識

取 組 の 目 的

　流動的な社会環境の中、国が地方公共団体に示した「集中改革プラン」が平成21年度で終期となり、

　町は住民にもっとも身近な基礎自治体として、質の高い安定した住民サービスの提供を維持するため

　第4次行政改革大綱の取り組み状況や、実施細目の進捗状況については、定期的に各課に確認し、行

①職員一人ひとりの意識の徹底

取 組 の 内 容

わたる景気の低迷により、町の財政は厳しい状況にあることから、行政改革を継続的に推進する必要が

　行政改革の達成状況等を周知徹底し、全職員の共通認識化を図るととともに、関係
団体等についても町の行政改革に対する取り組み内容を周知し、改革意識の喚起を促
進する。

また 次期行政改革大綱改定に向けた見直しを行う

* * * * * * * * * * * * *

わかりやすく公表していく必要がある。

42

に、効果的かつ効率的な行財政運営に対する職員意識のさらなる向上を図り、自主的・主体的に行政改

革を推進していかなければならない。

項目名

　行政改革意識を徹底するため、職員全員の共通認識化を図る。

№

ある。

42-1 重点 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ B ５ B ５ B 5 B

意識喚起のための継続的周知

42-2 担当課
細目Ⅱでの

取扱い
小項目名

23年度

次期行政改革大綱改定に向けた見直しと
職員への意識喚起

企画課№

周 知

　説明会や庁内ＬＡＮを活用し、行政改革意識の周知徹底を図る。
　また、次期行政改革大綱改定に向けた見直しを行う。

年 次 計 画

　また、次期行政改革大綱改定に向けた見直しを行う。

Ⅰ

関係各課

目 標 数 値

行政改革推進
分科会の開催

関係団体、関係機関と一体となった行政
改革

80 80

進捗状況指標

№

評 点

24年度

実 績 数 値

80

25年度

改 定

27年度26年度

小項目名

目 標

80

効果額や
成果（万円単位）

- -

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

年次計画の取組（達成）状況

平成２８年度予算案における期待・効果

6

平成２７年度

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

A

第５次行政改革大綱
（案）に対し、職員から
の意見、指摘があり、行
政改革を意識すること
で、事務の効率化を意識
し職員の意識向上につな
がりました。

第５次行政改革大綱（案）作
成に際し、瑞穂町行政評価委
員会行政改革推進分科会で意
見を伺いました。いただいた
意見を踏まえ大綱（案）を作
成し、意見公募と併せ、全職
員にも意見照会を依頼しまし
た。
平成27年度の年次計画の取
組、達成見込みについては各
課から進捗状況を取りまとめ
ました。

-

平成２７年度の進捗（達成）状況

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ B ５ C ５ C 5 B

行政改革の必要性、取組内容を説明し、理解を求め、一体となった改革を進める

目 標

改革

26年度

60

23年度

Ⅱ

実 績 数 値

80

　補助金交付団体等、関係団体・機関に対し、行政改革意識の喚起を促
す。

80

25年度 27年度24年度

目 標 数 値

評 点

進捗状況指標

60

年 次 計 画

周 知
-B --

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

5

・消防団の役員会議等などで
節電や車両や備品類の維持管
理について、喚起を促しまし
た。
・補助金交付団体等の会議等
に積極的に参加し、行政改革
意識の喚起を促しています。
・校長連絡会、副校長連絡会
等において、随時、行政改革
の必要性・継続性について説
明し、意識喚起を図っていま
す。

効果額や
成果（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

-

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表31/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施



担当課

43-1 担当課
細目Ⅱでの

取扱い

継続
全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ B ５ B ５ B 5 B

開催

随時取り組み

・行政改革推進分科会に取組
（進捗）状況（平成26年度）
を報告しました。分科会委員
の意見を行政改革推進本部
（管理職）に報告しました。
・新たな第５次行政改革大綱
策定にあたり、分科会委員の
意見を伺い、第５次行政改革
大綱を策定しました

27年度

小項目名№

80

分 科 会

評 点

庁 内 連 携

目 標

80

26年度

　行政評価委員会行政改革推進分科会へ達成度を報告するとともに、分科会の意見を
取り入れ、目標達成に向けた取り組みを進める。また、社会・経済情勢の変化に対応
し、取組内容の見直しを図る。

25年度23年度

* * * * * * * * * * * * *

　行政改革推進分科会へ進捗状況等を説明するともに、分科会の意見を取
り入れた行政改革に取り組む。

80 80

取 組 の 目 的

Ⅱ

実効性の確保

企画課・関係各課

24年度年 次 計 画

行政評価委員会行政改革推進分科会との
連携

取 組 の 内 容

　行政改革の実効性を確保する。

進捗状況指標

43 項目名

-

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

行革分科会の意見等を
尊重し、事業に反映で
きるよう検討します。

5

平成２７年度

-

随時、取り組み状況及び
取り組み結果を、広報み
ずほに掲載し、透明性を
確保し行政改革に取り組
むことができます。

平成２７年度の進捗（達成）状況

年次計画の取組（達成）状況
予算ベースでの

期待効果額（万円単位）

平成２８年度予算案における期待・効果

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

効果額や
成果（万円単位）

B

№

担当課
細目Ⅱでの

取扱い

全体計画中
の進捗状況

達成状況

①協働の水準

５ B ５ B ５ B ５ B

大綱を策定しました。

80

23年度

進捗状況指標

年 次 計 画

取 組 の 内 容

項目名

実 績 数 値

目 標

取 組 の 目 的

№ 44

②住民へのわかりやすい行政改革の報告

目 標 数 値

　行政改革に対する住民との共通理解を育む。

企画課・秘書広報課

公 表 Ⅰ

27年度

　広報みずほ、ホームページ等でわかりやすく公表する。

80

　今までも広報紙やホームページにおいて、町の行政改革の実施状況を報告しているが、今後も公表に当

たっては、住民にわかりやすく説明する必要がある。

行政改革のわかりやすい公表

26年度

　行政専門用語をできるだけ排除し、わかりやすい表現で公表するよう工
夫するとともに、行政改革の足取りや未達成理由も含めて公表する。

80 80評 点

25年度24年度

継続

5 B

行政改革推進分科会からの意
見を意識し、未達成理由も含
め、広報みずほ・町ホーム
ページで公表しました。
担当課からの依頼により、広
報みずほ及び町ホームページ
で分かりやすい表現で公表す
るよう努めました。

-

取組の結果、残された課題や達成
しなかった理由

住民や事業者との協働に
よる事業の実施

平成２７年度 平成２７年度の進捗（達成）状況 平成２８年度予算案における期待・効果

引き続き、行政評価委
員会行政改革推進分科
会へ定期的に取り組み
状況を報告し、行政改
革に対する共通理解、
透明性の確保に努めま
す。 --

効果額や
成果（万円単位）

予算ベースでの
期待効果額（万円単位）

年次計画の取組（達成）状況

実 績 数 値

目 標 数 値

進捗状況凡例　１：未検討、２：具体化に向けて内容を検討、３：事業方針（手法）を決定、４：事業等具体的に着手、５：着手しているが引き続き進めることが必要、６：目標を達成 調査表32/37 達成状況凡例：　ＳＡ：目標を上回って達成、Ａ：目標を達成、Ｂおおむね目標を達成Ｃ：若干目標には達せず、Ｄ：大幅に目標に達せず、Ｅ：未実施
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